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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２. 第57期及び第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

３. 提出会社は、平成14年８月20日付で１株につき1.1株の株式分割を行っております。なお、第57期の１株当

たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

４. 提出会社は、平成15年５月20日付で１株につき1.1株の株式分割を行っております。なお、第58期の１株当

たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。  

５. 提出会社は、平成16年８月20日付で１株につき1.1株の株式分割を行っております。なお、第59期の１株当

たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計

算しております。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 222,303 234,494 265,949 265,400 289,396 

経常利益（百万円） 2,134 3,180 3,499 3,434 2,360 

当期純利益（百万円） 549 1,319 1,866 1,212 815 

純資産額（百万円） 16,607 18,824 18,757 20,018 21,296 

総資産額（百万円） 115,377 125,004 141,518 147,499 184,237 

１株当たり純資産額（円） 724.81 746.01 676.18 721.80 731.02 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
22.39 50.46 65.82 42.19 29.43 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － 60.97 38.22 26.29 

自己資本比率（％） 14.4 15.1 13.3 13.6 11.2 

自己資本利益率（％） 3.3 7.4 9.9 6.3 4.1 

株価収益率（倍） 35.82 14.17 12.55 21.05 25.08 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,496 3,408 3,936 1,874 △564 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,663 △1,012 △2,866 △4,696 △923 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△100 △1,343 1,744 1,818 6,174 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
8,729 9,782 12,752 11,749 16,436 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

1,122 

(259) 

1,194 

(291) 

1,458 

(316) 

1,540 

(315) 

1,807 

(359) 



６．１株当たりの指標について、これまでに実施した株式分割がすべて平成14年４月１日に行われたとして遡及

修正を行った場合の１株当たりの指標の推移を表示しますと、以下のとおりになります。 

なお、第57期及び第58期の数値については、監査法人の監査を受けておりません。 

① 平成14年８月20日付の１株につき1.1株の株式分割（無償交付） 

② 平成15年５月20日付の１株につき1.1株の株式分割（無償交付） 

③ 平成16年８月20日付の１株につき1.1株の株式分割（無償交付） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

７．第61期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第57期 第58期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 

１株当たり純資産額（円） 599.01 678.19 

１株当たり当期純利益金額（円） 18.50 45.88 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第57期及び第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

３．平成14年７月１日付のダンタニ建材株式会社との合併に伴う割当交付により600,000株増加しております。 

４．平成14年８月20日付で１株につき1.1株の株式分割を行っております。なお、第57期の１株当たり当期純利

益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

５．平成15年５月20日付で１株につき1.1株の株式分割を行っております。なお、第58期の１株当たり当期純利

益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

６．第58期の１株当たり配当額15円には、記念配当５円を含んでおります。 

７．平成16年８月20日付で１株につき1.1株の株式分割を行っております。なお、第59期の１株当たり当期純利

益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しておりま

す。 

８．平成19年３月１日付の株式交換による三井物産林業株式会社の完全子会社化に伴う割当交付により600,000

株増加しております。なお、三井物産林業株式会社は、同日付で物林株式会社に商号を変更しております。

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 213,040 227,322 236,445 240,146 129,649 

経常利益（百万円） 2,395 3,242 3,534 3,810 1,450 

当期純利益（百万円） 887 1,491 1,536 1,623 831 

資本金（百万円） 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 

発行済株式総数（千株） 22,886 25,174 27,692 27,692 28,292 

純資産額（百万円） 18,265 20,511 20,031 21,718 22,476 

総資産額（百万円） 111,271 118,473 126,327 130,069 60,277 

１株当たり純資産額（円） 797.34 813.06 722.23 783.25 795.08 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

（円） 

10.00 

（5.00）

15.00 

（10.00）

10.00 

（5.00）

10.00 

（5.00）

10.00 

（5.00）

１株当たり当期純利益金額

（円） 
37.39 57.28 53.89 57.04 30.00 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － 49.92 51.67 26.80 

自己資本比率（％） 16.4 17.3 15.9 16.7 37.3 

自己資本利益率（％） 4.9 7.7 7.6 7.8 3.8 

株価収益率（倍） 21.45 12.48 15.33 15.57 24.60 

配当性向（％） 26.7 26.2 18.6 17.5 33.3 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

974 

(211) 

996 

(235) 

1,039 

(247) 

1,066 

(246) 

162 

(10) 



９．１株当たりの指標について、これまでに実施した株式分割（注４、注５及び注７）がすべて平成14年４月１

日に行われたとして遡及修正を行った場合の１株当たりの指標の推移を表示しますと、以下のとおりになり

ます。 

なお、第57期及び第58期の数値については、監査法人の監査を受けておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

10．第61期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

11．第61期については、平成18年10月１日付の純粋持株会社移行前のジャパン建材㈱（平成18年４月１日～平成

18年９月30日）の実績と純粋持株会社移行後のＪＫホールディングス㈱（平成18年10月１日～平成19年３月

31日）の実績を加味したものであります。 

また、従業員数の減少の主な要因は、平成18年10月１日付の会社分割により事業会社であるジャパン建材㈱

へ出向したことによります。 

回次 第57期 第58期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 

１株当たり純資産額（円） 658.96 739.15 

１株当たり当期純利益金額（円） 30.90 52.07 



２【沿革】 

年月 沿革

昭和24年２月 各種合板の仕入、販売を目的として、東京都墨田区に㈱丸吉商店を設立 

昭和26年１月 

昭和33年４月 

北海道産雑木合板の直接仕入取引が成立し、販売力、信用力を認められる。 

晴海プライウッド㈱（現㈱キーテック）［東京都江東区］（現・連結子会社）を設立 

昭和38年２月 ㈱丸吉に商号変更。新建材の販売を開始 

昭和47年９月 顧客とのコミュニケーション組織「丸吉会」（現ジャパン建材会）の組織づくりに着手 

昭和53年３月 第１回「まるよし市」（展示即売会）（現ジャパン建材フェア）を開催 

昭和60年10月 晴海プライウッド㈱（現㈱キーテック）が八潮プライウッド㈱を吸収合併し、商号を㈱ケーヨー

に変更し、本店所在地を東京都足立区花畑に移す。 

平成元年２月 関係会社千里企画綜合㈱を経営の効率化のため吸収合併 

平成２年４月 本社社屋を東京都江東区平野三丁目に建設し移転 

11月 社団法人日本証券業協会より店頭登録銘柄の指定を受ける。 

平成８年11月 

平成９年４月 

東京証券取引所市場第二部に上場 

㈱ケーヨーは商号を㈱キーテックに変更し、本店所在地を東京都江東区平野に移す。 

平成10年10月 興国ハウジング㈱との対等合併を行い、商号をジャパン建材㈱に変更し、本店所在地を東京都豊

島区目白に移す。 

平成11年10月 ㈱ティー・エム・シーとの対等合併 

平成12年６月 本店所在地を東京都江東区平野に移す。 

10月 子会社㈱ハウス・デポ・ジャパン［東京都江東区］（現・連結子会社）を設立 

平成13年９月 子会社興隆商事㈱を吸収合併、姫路営業所を開設 

平成14年７月 子会社ダンタニ建材㈱を吸収合併  

平成15年３月 東京証券取引所の市場第一部銘柄に指定  

11月 子会社㈱コウダを吸収合併 

平成16年３月 日本パネフォーム㈱［東京都新宿区］（現・連結子会社）を子会社とする。 

４月 通商㈱［大阪府大阪市］（現・連結子会社）を子会社とする。 

７月 子会社九紅産業㈱を吸収合併 

９月 静岡県伊東市に川奈研修センターを開設 

平成17年２月 子会社ＪＫ工業㈱［東京都江東区］（現・連結子会社）を設立 

    10月 子会社東海ダイケン㈱を吸収合併、名古屋南営業所を開設 

平成18年２月 子会社ＪＫＣ㈱（現ジャパン建材㈱）［東京都江東区］（現・連結子会社）を設立 

    ４月 子会社山陰ダイケン㈱を吸収合併、松江営業所、鳥取営業所を開設 

    ５月 子会社ＪＫＩ㈱[東京都江東区]（現・連結子会社）を設立 

     10月  持株会社体制へ移行し、商号をＪＫホールディングス㈱に変更 

会社分割により、子会社ＪＫＣ㈱の商号をジャパン建材㈱（現・連結子会社）に変更し事業を承継 

平成19年２月 ㈱ミトモク[茨城県水戸市]（現・連結子会社）を子会社とする。 

    ３月 物林㈱[東京都江東区]（現・連結子会社）を株式交換により子会社とする。 



３【事業の内容】 

 当社は、平成18年６月29日開催の定時株主総会において分割契約書の承認を受け、平成18年10月１日付で純粋持株会

社に移行するとともに、商号をＪＫホールディングス株式会社に変更いたしました。 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ＪＫホールディングス株式会社）、子会社80社、関連会社20社

及び関連当事者１社により構成されており、事業は合板の製造販売、合板、合板二次製品、建材及び住宅機器等の卸売

販売、小売販売を主に行っているほか、グループ取扱商品及び一般貨物の運送業務等を営んでおります。 

 当社グループの当該事業における位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 なお、その他の事業を除く２部門は、「第５〔経理の状況〕 １〔連結財務諸表等〕 (1）〔連結財務諸表〕 注記

事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。また、連結子会社においてフランチャイズ事業

及び不動産賃貸業等を行っておりますが、事業の種類別セグメント情報に与える影響が軽微なため、その他の事業とし

て区分しております。 

 主な事業及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

(1）総合建材卸売事業 ９社 

合板、合板二次、建材及び住宅機器等の卸売販売等 

＜連結子会社＞ 

＜非連結子会社で持分法非適用会社＞ 

  

当連結会計年度より物林㈱、ＪＫＩ㈱、㈱ミトモク、ジャパン建材沖縄㈱及び物林ノースアメリカ㈱は、当社

の関係会社となりました。 

また、ジャパン建材㈱は、平成18年10月１日付でＪＫＣ㈱より商号を変更しております。 

(2）合板製造・木材加工事業 ８社 

ラワン材を主原料とした普通合板、構造用合板、長尺合板及び構造用ＬＶＬキーラム（単板積層材）などの製造

販売、合板二次製品の製造販売、合板及び単板の製造販売、集成材及び集成加工製品の製造販売、木材の加工及

び販売 

＜連結子会社＞ 

＜関連会社で持分法非適用会社＞ 

  

当連結会計年度より㈱プレックコンポーネント及び北海道プレカットセンター㈱は、当社の関係会社となりま

した。 

ジャパン建材㈱ 通商㈱ 物林㈱ 

ＪＫＩ㈱ ㈱ミトモク ジャパン建材沖縄㈱ 

㈱新若山     

大連銀得隆建材有限公司 物林ノースアメリカ㈱   

㈱キーテック ＪＫ工業㈱ 秋田グルーラム㈱ 

日本パネフォーム㈱ ㈱プレックコンポーネント 北海道プレカットセンター㈱ 

㈱ティーエヌエス     

㈱キール・ウエストジャパン     



(3）その他の事業 84社 

総合建材小売事業、建設工事業、損害保険代理店、倉庫及び運送業、資材取次業、不動産賃貸業、フランチャイ

ズ事業、旅行業 

＜連結子会社＞ 

＜非連結子会社で持分法適用会社＞ 

＜非連結子会社で持分法非適用会社＞ 

＜関連会社で持分法適用会社＞ 

＜関連会社で持分法非適用会社＞ 

＜関連当事者＞ 

  

当連結会計年度よりＪＫトラベル㈱、日本ハウステクノ㈱、㈱アースホームビルド、㈲ハウス・デポ・ムサ

シ、加藤住宅資材㈱、㈱ハウス・デポ・オオニシ、㈱穂高及びフタバジャヤインダーは、当社の関係会社となり

ました。 

また、㈱ハウス・デポ小松原は、平成18年７月４日付で㈱ハウス・デポ京葉より商号を変更しております。 

なお、関連当事者でありますＪＫインシュアランス㈱は、平成19年２月１日付で㈱センリ保険事務所より商号

を変更しております。 

㈱ハウス・デポ・ジャパン ㈱ＪＫ興産 ㈱ハウスデポ・ピーエイチアイ 

㈱ＪＫ ＣＡＲＧＯ ＪＫトラベル㈱ 日本ハウステクノ㈱ 

㈱ジェイケー物流 ㈱アースホームビルド  

㈱ハウス・デポ仙台 ㈲いがらし建材センター ㈲ハウス・デポ・村上 

㈱カワシン ダイソー住宅資材㈱ ㈲ハウス・デポ・タテシナ 

㈱シンケン ㈱ハウス・デポ名古屋西 ㈲ハウス・デポ・カヤモリ 

新いずみ建装㈱ ㈱埼玉三和 ㈱丸藤近藤商店 

㈱マルタマ ㈱カシワ建材 ㈲ハウス・デポ松村 

㈱ハウス・デポ沼津 ㈱ハウス・デポ九十九里 ㈲ハウス・デポ・ムサシ 

㈱ハウスデポ小樽 ㈱ハウス・デポ旭川東 加藤住宅資材㈱ 

㈱ハウスデポ浜松 ㈲ハウス・デポ加古川 ㈱ハウス・デポ・オオニシ 

㈱ハウスデポ京都 ㈱ケイセイ建材 ㈱穂高 

㈱ハウス・デポ坂戸 ㈱シーディーホーム ㈱エムジー建工 

㈱ハウス・デポ小松原 邦永建工㈲ ㈱ブル・エンジ 

㈱ハウス・デポ柏北 ㈱ハウスデポ向陽 ㈲ハウス・デポ・ユウキ 

㈱ハウス・デポ青森 ㈲ハウス・デポ・シンドウ ㈱ハウスデポ・セキ 

㈱ハウス・デポ日東 ㈲ハウス・デポ・タナベ ㈲ツルムラ 

㈱ハウス・デポ国代 ㈲新ナガモク ケービーワイ建材㈱ 

㈱ハウス・デポ西東京 ㈱ハウス・デポ・タチカワ ㈲ハウス・デポ姶良 

㈲トキオ建材 ㈱オジマ商会 （清算手続中）   

㈱玉川住宅総合研究所 上海銀得隆建材有限公司 春宅㈲ 

㈱不二屋建材店 香港銀得隆建材有限公司 フタバジャヤインダー 

ブルース・ジャパン㈱ ㈱野元   

㈱ダイコク ㈱ハウスデポ八王子資材 ㈲ハウス・デポ小倉北 

㈱クラウン通商 ㈱長田材木店 ㈲新厚木 

明和住宅資材㈱ ㈲ハウス・デポ大間々 正木商事㈱ 

㈱内田 ㈱坂昌資材 インテラＵＳＡ社 

㈱アイビ ㈱ハリマ ㈱倉敷山商 

㈲マルトミ ミズノ㈱  

ＪＫインシュアランス㈱     



 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりになります。 



４【関係会社の状況】 

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当しております。 

３．有価証券報告書を提出しております。 

４．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

５．ジャパン建材㈱は、平成18年10月１日付でＪＫＣ㈱より商号を変更しております。 

６．ジャパン建材㈱については、売上高（連結相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が   

10％を超えております。 

   主要な損益情報等  (1）売上高     134,384百万円 

              (2）経常利益     1,865百万円 

             (3）当期純利益     996百万円  

             (4）純資産額     5,793百万円  

             (5）総資産額    104,683百万円  

名称 住所
資本金

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割合
又は被所有割合 

（％） 
関係内容

連結子会社          

ジャパン建材㈱ 

（注）５，６ 
東京都江東区 100 総合建材卸売事業 100.00 

当社が経営指導等

をしており、ま

た、設備を賃貸し

ております。役員

の兼任あり。 

通商㈱ 

（注）２，３ 

大阪府大阪市北

区 
500 総合建材卸売事業 54.10 役員の兼任あり。 

物林㈱ 東京都江東区 50 総合建材卸売事業 100.00 

当社が資金の貸付

をしております。

役員の兼任あり。 

ＪＫＩ㈱ 東京都江東区 50 総合建材卸売事業 93.00 

当社が設備を賃貸

しております。役

員の兼任あり。 

㈱ミトモク 茨城県水戸市 90 総合建材卸売事業 79.06 

当社が設備を賃貸

しております。役

員の兼任あり。 

㈱キーテック 

（注）２ 
東京都江東区 268 

合板製造・木材加

工事業 
92.51 

当社が設備を賃貸

しております。役

員の兼任あり。 

ＪＫ工業㈱ 

（注）２ 
東京都江東区 450 

合板製造・木材加

工事業  
100.00 

当社が設備を賃貸

しております。役

員の兼任あり。 

㈱ハウス・デポ・ジ

ャパン 

（注）２，４  

東京都江東区 300 その他の事業 50.00 

当社が経営指導等

をしております。

役員の兼任あり。 

その他14社          

持分法適用関連会社          

ブルース・ジャパン

㈱ 
千葉県佐倉市  113 その他の事業 40.05 

当社が設備を賃貸

しております。役

員の兼任あり。 

㈱野元 鹿児島県霧島市 20 その他の事業 43.48 － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ267名増加した主な要因は、当連結会計年度の株式交換により物林㈱を

連結の範囲に含めたことによります。 

３．平成18年10月１日より当社が持株会社になったことに伴い、セグメントを「その他の事業」に区分しており

ます。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

２．従業員数が前事業年度末に比べ904名減少した主な要因は、平成18年10月１日付の会社分割により事業会社

であるジャパン建材㈱へ出向したことによります。 

３．平均年間給与（税込）は、賞与及び基準外賃金を含めております。なお、持株会社移行前（平成18年４月１

日～平成18年９月30日）のジャパン建材㈱の平均給与を加味しております。 

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

総合建材卸売事業 1,248 (256) 

合板製造・木材加工事業 291 (91) 

その他の事業 268 (12) 

合計 1,807 (359) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

162 (10) 40歳５ヶ月 13年７ヶ月 4,938,693 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善を背景に設備投資、個人消費が堅調に推移し、

輸出も好調であったことから、緩やかながらも着実な回復軌道を辿りました。 

 当社グループが関係する住宅業界におきましては、当連結会計年度の新設住宅着工戸数は1,285千戸（前期比2.9％

増）、当社グループが主力とする戸建の注文住宅（「持ち家」）は355千戸（同0.9％増）と前期を上回り、需要は

徐々に上向きつつあります。また、当社グループの主力取扱商品である合板の市況も４月以降概ね堅調に推移いたし

ました。 

 このような状況の中で当社グループは、全国の取引先販売店を対象とした恒例の「ジャパン建材フェア」を８月と

２月に東京ビッグサイトで開催したほか、地域毎の展示会や住宅機器メーカーのショールームを活用した地方での展

示会開催など、新設住宅需要とともにリフォーム需要掘り起しへの取り組みを強化し、合板を始めとする建材全般の

拡販に努めました。 

 また、当社の子会社が手掛ける構造用ＬＶＬキーラムの製造に関しましては、需要の増大に伴い、昨年稼動した単

板製造ラインの増強（ドライヤーの更新投資を実施）を行う等、生産体制を強化いたしました。 

 一方、平成18年２月に株式を取得し子会社化した山陰ダイケン株式会社と平成18年４月１日付で合併し、松江営業

所、鳥取営業所に改組するとともに、平成18年５月にＪＫＩ株式会社を設立し輸入合板の販売を強化したほか、平成

19年２月の株式会社ミトモク、平成19年３月の三井物産林業株式会社（物林株式会社に商号変更）と相次ぎ子会社化

を行う等、将来に向けた営業基盤の拡充・強化を図りました。 

 組織面では、当社グループの経営管理機能を一段と強化するため、平成18年10月１日より純粋持株会社体制に移行

いたしました。 

 この結果、連結売上高は前期に対し大きく増加いたしました。一方、利益面では、原油高を背景とした運送コスト

アップ等の販売コスト増加に加えて、財務面の健全性向上のための貸倒引当金の積み増し等による販売費の増加、持

分法適用子会社の業績悪化に伴う持分法投資損失の拡大による営業外費用の増加等から、前期比減益を余儀なくされ

ました。 

 当連結会計年度の業績は、売上高につきましては前期比239億95百万円増（前期比9.0％増）の2,893億96百万円と

なりました。 

 利益面につきましては、営業利益は前期比３億79百万円減の34億16百万円（同10.0％減）、経常利益は前期比10億

73百万円減の23億60百万円（同31.3％減）、当期純利益は前期比３億96百万円減の８億15百万円（同32.7％減）とな

りました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 総合建材卸売事業 

 当社グループの主力取扱商品であります合板につきましては、生産国の伐採規制強化による輸入製品の減少

や、原木価格等の高騰を受けた国内メーカーの値上げが浸透したことなどから価格が上昇し、前期比大幅な増収

増益となりました。 

 合板二次製品、建材及び住宅機器の住設建材群につきましては、天候不順等から期初苦戦いたしましたが、夏

場以降徐々に持ち直しました。 

 総合建材卸売事業全体では、売上高は2,802億38百万円（前期比8.9％増）、営業利益は41億49百万円（同

7.2％増）となりました。 

② 合板製造・木材加工事業 

 製品の値上げが、原木や接着剤等の値上りによるコストアップの後追いになったことから苦戦いたしました。

 一方、当社グループ（連結子会社）の主力商品であります構造用ＬＶＬキーラムにつきましては、需要が着実

に増加しており、販売数量、売上高とも伸長いたしました。 

 利益面では、製品値上げの遅れによる採算悪化に加えて、前連結会計年度より稼動した単板製造会社の減価償

却負担等もあり、引続き厳しい実績となりました。 

 合板製造・木材加工事業全体では、売上高は76億94百万円（前期比9.4％増）、営業損失３億78百万円（前期

は１億82百万円の損失）となりました。 



③ その他の事業 

 その他の事業には、建材小売店の経営指導を中心にフランチャイズ事業を展開している株式会社ハウス・デ

ポ・ジャパンのほか、物流関係の子会社等４社、当連結会計年度に設立した株式会社アースホームビルド、日本

ハウステクノ株式会社、ＪＫトラベル株式会社及び平成18年10月１日会社分割により純粋持株会社となったＪＫ

ホールディングス株式会社を区分しております。 

 株式会社ハウス・デポ・ジャパンにつきましては、加盟店が221社とこの１年間で17社増加いたしました。 

 株式会社アースホームビルドは、仙台を拠点に住宅の建築請負事業を展開しておりますが、業種柄費用先行と

ならざるを得ず、大幅な営業損失計上となりました。 

 その他の事業全体では、売上高は14億64百万円（前期比50.5％増）、営業損失３億54百万円（前期は39百万円

の利益）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ46億87

百万円（39.8％）増加し、164億36百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は５億64百万円（前期は18億74百万円の獲得）となりました。税金等調整前当期純利

益26億67百万円、減価償却費11億84百万円のほか、仕入債務の増加が売上債権の増加を14億97百万円上回った一方、

たな卸資産が33億91百万円増加、法人税等の支払19億33百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は９億23百万円（前期は46億96百万円の使用）となりました。新本社の建設や機械設

備等の有形固定資産取得による支出50億31百万円、新本社の建設に伴う集約化により不要となる事務センター等の有

形固定資産売却による収入23億32百万円、有価証券の売却と取得の差額収入８億62百万円、連結範囲の変更を伴う子

会社株式の取得による収入７億48百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は61億74百万円（前期は18億18百万円の獲得）となりました。社債の償還18億60百万

円、配当金の支払２億76百万円に対し、長期借入金の純増額40億51百万円、短期借入金の増加42億90百万円等による

ものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．前連結会計年度は受注生産を行っていないため、前年同期との比較は行っておりません。 

 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

前年同期比（％） 

総合建材卸売事業   （百万円） － － 

合板製造・木材加工事業（百万円） 7,646 96.3 

その他の事業     （百万円） － － 

合計（百万円） 7,646 96.3 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

前年同期比（％） 

総合建材卸売事業   （百万円） 249,228 105.2 

合板製造・木材加工事業（百万円） 1,665 83.4 

その他の事業     （百万円） 149 107.6 

合計（百万円） 251,044 105.0 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％）

総合建材卸売事業 － － － － 

合板製造・木材加工事業 2,632 － 40 － 

その他の事業 408 － 176 － 

合計 3,041 － 217 － 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

前年同期比（％） 

総合建材卸売事業   （百万円） 280,238 108.9 

合板製造・木材加工事業（百万円） 7,694 109.4 

その他の事業     （百万円） 1,464 150.5 

合計（百万円） 289,396 109.0 



３【対処すべき課題】 

(1）当社グループの現状の認識について 

 当社グループは、「快適で豊かな住環境の創造」を企業理念とし、より良い住宅資材を、適正価格で、お客様の

要望される場所にお届けすることを目標に、営業活動を展開しております。 

 また、単にモノを販売するだけでなく、お客様に経営のノウハウを提供することで、お客様との共存共栄を図る

仕組みづくりにも取り組んでおります。 

 このため、合併や子会社化を通じたグループの拡充・強化策を推進し、建築資材の安定供給企業としての信用力

向上に努めてまいりました。 

 当連結会計年度におきましても、平成18年２月に株式を取得し子会社化いたしました山陰ダイケン株式会社（島

根県松江市）と平成18年４月１日付で合併し、松江営業所、鳥取営業所に改組したほか、平成18年６月より輸入合

板の販売を手掛けるＪＫＩ株式会社（当社出資比率93％）が営業を開始いたしました。 

 また、平成19年２月には株式会社ミトモクの株式を取得し子会社化、平成19年３月には株式交換により三井物産

林業株式会社を完全子会社化（子会社化と同時に物林株式会社に商号を変更）いたしました。 

 グループ企業数の増加に伴い、グループの経営管理体制について検討を行ってまいりましたが、平成18年４月21

日開催の当社取締役会において、平成18年10月１日をもって当社は純粋持株会社へ移行することを決議し、当社の

営業の全てを承継するＪＫＣ株式会社（当社の完全子会社）との間で、同日、会社分割契約書を締結いたしまし

た。 

 この会社分割契約書は、平成18年６月29日開催の当社定時株主総会にて、承認可決いただいております。 

 なお、平成18年10月１日をもって、当社はＪＫホールディングス株式会社に、ＪＫＣ株式会社はジャパン建材株

式会社に、それぞれ商号を変更いたしております。 

 新体制下におきましては、純粋持株会社となる当社がグループの経営管理機能を一段と強化し、事業展開の判断

の迅速化と経営の透明性の向上に努めるとともに、グループ各社が連携して高い総合力を発揮できる企業グループ

を形成し、株主価値の更なる向上を目指したグループ経営を推進してまいります。 

(2）当面の対処すべき課題の内容 

 平成19年度のわが国経済は、原油を始めとする資源価格や米国経済の動向等の不安要因はありますが、好調な企

業業績や雇用情勢の改善を背景に、設備投資や個人消費の底堅い推移が見込まれ、緩やかな回復基調が持続するも

のと予想されます。 

 住宅関連業界におきましては、都市部の住宅用地価格に下げ止まり感が出てきたことや、住宅ローン金利の上昇

見通しなどから、住宅取得の前倒しが期待されます。 

 また、耐震性強化等住宅の安全性への意識の高まりや潜在需要の大きさから、住宅リフォーム市場は今後も順調

な拡大が予想されます。 

 さらに、合板市況につきましても、環境規制の強化等供給国側の事情や、中国、インド等の需要拡大から、高値

圏での推移が見込まれます。 

 当社グループといたしましては、展示会等を活用した建て替え需要や住宅リフォーム需要の掘り起こし、異業種

（管材、電材、ガス等）や地場有力ビルダーとの新規取引開拓、ハウス・デポ・ジャパン加盟店の増強等、引続き

積極的な営業展開を行うとともに、受注増加に対応したＬＶＬ生産体制の増強を図るなど、グループ全体で拡販に

努めます。 

 一方で、財務面の健全性の更なる向上の観点から、貸倒引当金の積み増し等、必要と見込まれる財務上の手当を

グループ全体で早期に実施いたします。なお、連結子会社であります通商株式会社につきましては、財務面の整理

が概ね完了し、黒字転換が見込まれる状況となりました。 



(3）対処方針 

 平成16年度を初年度とする中期経営計画が当連結会計年度で終了したことに伴い、平成19年度から向う３年間の

新中期経営計画を策定いたしました。 

  業界再編の加速化が予想される中、純粋持株会社という組織形態の特徴を活かして、当社グループの業容拡充・

強化に向けた取り組みを一段と推進してまいります。 

  経営の基本方針として、「業容の更なる拡大」、「グループ戦略の明確化」、「連結ベースの収益力向上」を掲

げ、業容と収益力の着実な向上に努める所存であります。 

  具体的には、以下の重点施策に総力で取り組み、経営目標の達成を目指します。 

○重点施策 

＊合板、木材、プレカット、キーラム等素材型商品の拡販 

＊ハウス・デポ会員の増強と連携強化 

＊グループとしての営業拠点の拡充・整備 

＊グループ内の情報共有化と連携強化 

＊グループ内の人材有効活用 

＊資金管理、会計管理、与信管理等の一元化 

＊ＩＴを活用した業務の効率化推進 

(4）具体的な取り組み状況等 

 業容と収益の着実な向上を図るためには、お客様と緊密な関係を築き、お客様の多様なニーズに対応できる体制

の整備が不可欠であるとの認識の下、以下の課題に取り組んでおります。 

① 社員教育の充実に向けた取り組み 

 住宅関連の商品には膨大なアイテムがあり、商品と住宅の構造に関する知識や最新の住宅関連情報の収集が

営業上不可欠であります。 

 このため、川奈研修センターを活用し、階層別の集合研修を実施するなど、社員教育の一層の充実・強化に

努めております。 

② 営業拠点網の整備 

 適正粗利率を確保するためには、お客様のニーズ（必要な物を、必要な時に、必要な場所に届けて欲しい）

にきめ細かく対応できる営業拠点網の整備が必要となります。 

 平成18年度におきましても、合併した山陰ダイケン株式会社を松江営業所、鳥取営業所に改組したほか、新

たに横浜資材営業所等を開設したことにより、全国に展開する営業拠点は104ヶ所となりました。 

③ 合板製造販売部門の強化 

 当社の連結子会社であります株式会社キーテックを中心とする合板製造販売部門強化の一環として、平成17

年２月に設立したＪＫ工業株式会社が平成17年４月から操業を開始、これによりＬＶＬ製造の前工程である単

板の内製化が可能となりました。 

 ＬＶＬの受注拡大に伴い、単板製造工程の更なるスピード化が必要と判断、単板乾燥時間短縮化のため、平

成18年７月にドライヤー設備を更新いたしました。 

 設備投資による償却負担増加は、当該部門の業容拡大と内製化による製造コストの削減等により、吸収に努

めてまいります。 

④ 新本社の建設 

 狭隘化した現本社の建て替え工事は、平成19年９月の完成に向けて順調に進捗いたしております。 

⑤ 中国市場への進出 

 拡大が見込まれる中国市場での建材販売ビジネス展開のため、上海（平成16年）、香港（平成16年）、大連

（平成17年）に地元資本との合弁企業を設立し、中国国内での輸入建材並びに住宅機器等の販売を行っており

ます。現時点では業容が小さく、連結業績に与える影響はほとんどありませんが、今後段階的に取扱いを拡大

してまいります。 



４【事業等のリスク】 

当社及び当社グループ事業等のリスクのうち、主要なものは以下のとおりであります。 

 なお、文中の将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1）市況商品である合板について 

 当社グループの主力販売商品である合板は市況商品であり、価格が大きく変動することがあります。 

 国内の合板市場は、国産品約40％、輸入品約60％の構成比となっております。 

 国産合板の原木輸入相手国は、ロシア（約47％）、アメリカ（約22％）、マレーシア（約10％）、カナダ（約

９％）などですが、原木輸出国の国内事情などにより、輸入量及び輸入価格が大きく左右されることがあります。

 一方、合板製品の主な輸入相手国は、マレーシア（約53％）、インドネシア（約32％）、中国（約13％）などで

ありますが、生産国の国内事情や製品輸入国の需要動向などから、わが国の輸入量及び価格が大きく左右される可

能性があります。 

 以上のような、価格、数量に対する様々な変動要因によるリスクを軽減するため、当社はインドネシア（ジャカ

ルタ）、マレーシア（ミリ）、カナダ（バンクーバー）、及び中国（上海）にそれぞれ駐在員を派遣、現地メーカ

ー等と常にコンタクトを取り情報収集を行う等、安定供給確保に努めております。 

(2）為替リスクについて 

 上記合板については、原木、製品を問わず、輸入価格は為替相場の変動による影響を受けます。 

 当社は、合板販売総額の約12％に当る年間95億円程度を直接輸入しておりますが、為替相場の変動に対しては、

Ｌ／Ｃ開設枠の50％を先物為替予約でヘッジする方針で対応しており、為替相場の変動が経営成績に及ぼす影響を

軽減するよう努めております。 

(3）新設住宅着工戸数が業績に与える影響について 

 住宅関連業界の業績は、新設住宅着工戸数の増減に大きく左右されます。なかでも当社は、木造戸建住宅関連の

取扱商品が中心であることから、新設住宅の内「持ち家」部門の増減の影響を大きく受けます。 

 平成18年度は、新設住宅着工戸数が1,285千戸（前期比2.9％増）、「持ち家」住宅着工戸数も355千戸（同0.9％

増）と前期を若干ながら上回り、回復の兆しが見えてまいりました。 

 当社といたしましては、新設住宅需要の掘り起こしと共に、拡大が見込まれる住宅リフォーム市場での販路拡大

に注力する所存であります。 

(4）住宅関連業界における規制の強化について 

 平成12年に施行された住宅品質確保促進法（品確法）は、消費者が良質な住宅を選択できるよう住宅建設を質的

側面から規制した法律で、住宅関連業界に大きな影響を及ぼしております。 

 また、近年地球環境保護を前提とした企業活動への取り組みが重視されておりますが、住宅関連業界におきまし

ても、廃棄物リサイクル問題や、住宅資材に使用される化学物質に起因するといわれるシックハウス問題等がクロ

ーズアップされ、平成15年７月には改正建築基準法が施行されました。 

 このような法的規制の強化が、当社及び当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社といたしましては、住宅保証部の設置による瑕疵保証制度の導入、ＩＳＯ１４００１の取得による環境対応

の強化等、引き続き適切な対応に努めてまいります。 

(5）信用リスクについて 

 当社は、全国104ヶ所に営業拠点を展開し、約１万件のお取引先と経常的な取引を行っております。取引に際し

ては企業間信用を供与することになりますが、想定の範囲を超える不良債権が発生いたしますと、期間収益に大き

な変動を生じさせる要因となります。 

 当社といたしましては、与信の分散化に努めるとともに、与信管理のシステム化や動態観察の重視等、きめ細か

い管理と早期対応により、不良債権の増加抑制に努める所存であります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

６【研究開発活動】 

 当連結会計年度において、研究開発活動はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ367億37百万円増加し、1,842億37百万円となり

ました。売上高が増加したこと、物林株式会社、株式会社ミトモクが連結対象に加わったこと等によるもので、

主な内訳は以下のとおりであります。 

① 流動資産 

 当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ331億90百万円増加し、1,316億73百万円と

なりました。 

 売上の増加に伴い受取手形及び売掛金が211億７百万円増加したほか、現金及び預金が47億41百万円増加、

たな卸資産も58億９百万円増加いたしました。 

② 固定資産 

 当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ35億47百万円増加し、525億63百万円とな

りました。 

 営業所・倉庫等の取得や新本社ビル建築にかかる建設仮勘定の増加により有形固定資産が91億91百万円増

加、のれんの償却等により無形固定資産は３億84百万円減少いたしました。 

③ 流動負債 

 当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ318億17百万円増加し、1,346億53百万円と

なりました。 

 仕入の増加に伴い支払手形及び買掛金が210億17百万円増加したほか、増加運転資金の調達により短期借入

金が84億46百万円増加いたしました。 

④ 固定負債 

 当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ45億14百万円増加し、282億87百万円とな

りました。 

 有形固定資産取得に伴う資金調達により長期借入金が40億30百万円増加いたしましたが、社債は償還により

３億10百万円減少いたしました。 

⑤ 純資産の部 

 当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べ12億78百万円増加し、212億96百万円となり

ました。 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

 キャッシュ・フローにつきましては、「第２〔事業の状況〕 １〔業績等の概要〕 (2）キャッシュ・フロ

ー」に記載のとおりであります。 

(3）経営成績の分析 

 当連結会計年度における当社グループの経営成績は、前期比増収減益となりました。 

 当社グループが主力とする戸建の注文住宅（「持ち家」）の新設着工件数は355千戸(前期比0.9％増)と若干な

がら前期を上回り、主力商品である合板の市況も概ね堅調に推移するなど事業環境が上向きに転じる中、合板を

始めとする建材全般の拡販に努めた結果、連結売上高は前期を大きく上回りました。 

 一方、利益面につきましては、原油高を背景とした運送コストアップ等の販売コスト増加に加えて、財務面の

健全性向上のための貸倒引当金の積み増し等による販売費の増加、持分法適用子会社の業績悪化に伴う持分法投

資損失の拡大による営業外費用の増加等から、前期比減益を余儀なくされました。 

 今後、グループ各社の連携を一層強化し、営業力の更なる強化と生産性の向上により、連結業績の改善に努め

てまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループは生産性向上、販売拠点強化を目指し、販売施設に対する投資に重点を置いております。当連結会計

年度の設備投資（有形固定資産受入ベース数値。金額には消費税等を含まない。）の内容は次のとおりであります。 

総合建材卸売事業の主な投資は、当社の販売拠点充実のため営業設備の用地（熊本営業所（土地161百万円））

の取得及び当社本社ビル建設費用（建設仮勘定1,000百万円）の支出等を実施いたしました。 

合板製造・木材加工事業の主な投資は、ＪＫ工業㈱木更津工場（千葉県）ドライヤー等（機械装置865百万円）

の取得等を実施いたしました。 

その他の事業では、主な投資として当社において賃貸不動産の取得を実施いたしました。その内訳は茨城県水

戸市（土地及び建物750百万円）及び島根県松江市（土地206百万円）であります。また、当社本社ビル建設費用

（建設仮勘定500百万円）の支出等を実施いたしました。 

なお、総合建材卸売事業には平成18年10月１日付の純粋持株会社移行前のジャパン建材㈱（平成18年４月１日

～平成18年９月30日）の実績が含まれており、その他の事業には純粋持株会社移行後のＪＫホールディングス㈱

（平成18年10月１日～平成19年３月31日）の実績が含まれております。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループは、多種多様な事業を行っており、その設備の状況を事業の種類別セグメント毎の数値とともに主た

る設備の状況を開示する方法によっております。 

 当連結会計年度末における状況は、次のとおりであります。 

(1）事業の種類別セグメント内訳                        平成19年３月31日現在 

  当連結会計年度   前年同期比 

総合建材卸売事業 1,958百万円   91.1％ 

合板製造・木材加工事業 988    90.4 

その他の事業 2,327    1,430.5 

計 5,274    154.9 

消去又は全社 △5    1.1 

合  計 5,268
   

183.0
 

事業の種類別セグメント

の名称 

帳簿価額

従業 
員数
（人） 

建物及び構
築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
(百万円) 

土地
(百万円) 
(面積㎡) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

総合建材卸売事業 547 6 
2,188 

(264,611)
13 2,757 

1,248 

(256)

合板製造・木材加工事業 1,578 2,134 
2,232 

(158,122)
19 5,965 

291 

(91)

その他の事業 6,280 305 
26,642 

(1,893,054)
182 33,411 

268 

(12)

合計 8,406 2,447 
31,064 

(2,315,788)
216 42,134 

1,807 

(359)



(2）提出会社                                 平成19年３月31日現在 

事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業
員数
（人） 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
(百万円) 

土地
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

本社 

（東京都江東区） 

その他の事

業 

統括業務設

備 
3,166 35 

13,064 

(1,683,877)
117 16,383 

162 

(10)

賃貸不動産 

（北海道札幌市白

石区） 

北海道地区 

他４ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 138 9 

389 

(10,472)
1 538 － 

賃貸不動産 

（宮城県仙台市若

林区） 

東北地区 

他７ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 227 17 

1,163 

(23,978)
3 1,411 － 

賃貸不動産 

（群馬県藤岡市） 

関東地区 

他８ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 298 18 

946 

(18,259)
2 1,267 － 

賃貸不動産 

（東京都江東区） 

首都圏地区 

他25ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 847 40 

3,980 

(49,822)
21 4,890 － 

賃貸不動産 

（愛知県名古屋市

守山区） 

中部地区 

他８ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 242 22 

902 

(9,406)
6 1,174 － 

賃貸不動産 

（大阪府吹田市） 

関西地区 

他８ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 217 17 

1,773 

(16,495)
9 2,017 － 

賃貸不動産 

（広島県広島市 

南区） 

中四国地区 

他10ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 96 18 

552 

(14,165)
2 669 － 

賃貸不動産 

（福岡県福岡市中

央区） 

九州地区 

他９ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 188 26 

1,333 

(20,988)
3 1,552 － 

賃貸不動産 

（東京都江東区） 

直需部門 

他16ヶ所 

その他の事

業 
事務所倉庫 326 32 

1,745 

(9)
9 2,114 － 



（注）１．帳簿価額の「その他」は器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２．提出会社の本社中の建物及び構築物の中には、賃貸用（1,913百万円）、厚生施設（790百万円）が含

まれております。 

３．提出会社の本社中の土地の中には、賃貸用地9,143百万円（193,758㎡）、厚生施設1,307百万円（31,852

㎡）が含まれております。 

４．提出会社の本社中には、当社グループへの貸与中の建物及び構築物984百万円、土地5,721百万円

（123,084㎡）及び当社グループ以外への貸与中の建物及び構築物928百万円、土地3,421百万円

（70,674㎡）を含んでおります。 

５．合板製造・木材加工事業の中には、賃貸用地501百万円（27,212㎡）、建物及び構築物235百万円が含

まれております。 

６．その他の事業の中には、賃貸用地678百万円（2,331㎡）、建物及び構築物500百万円が含まれておりま

す。 

７．金額には消費税等は含まれておりません。 

８．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数の年間平均人員数を外書きしております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資は、今後の生産計画、需要予測、利益に対する投資割合等を総合的に勘案して計画していま

す。設備投資計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当ってはグループ全体で重複投資

とならないよう、当社を中心に調整を図っております。 

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

３．前連結会計年度末現在において計画中でありました当社福井営業所、当社広島営業所及び当社熊本営業所の

新設につきましては、平成18年10月１日付の会社分割に伴い、事業所名及び事業の種類別セグメントの名称

を変更しております。なお、当社賃貸不動産（福井県福井市）の投資予定金額は当初の195百万円から200百

万円に、当社賃貸不動産（広島県広島市）の投資予定金額は当初の396百万円から420百万円に、当社賃貸不

動産（熊本県菊池郡）の投資予定金額は当初の194百万円から276百万円に、完了予定年月は平成18年11月か

ら平成19年６月にそれぞれ変更しております。また、当社本社ビルの投資予定金額は当初の2,995百万円か

ら3,500百万円に変更しております。 

会社名

事業所

名 

所在地 

事業の

種類別

セグメ

ントの

名称 

設備の内

容 

投資予定金額 

資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 
完成後

の増加

能力 
総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

㈱キー

テック

ＬＶＬ

工場 

千葉県木

更津市 

合板製

造・木

材加工

事業  

工場機械

設備  
217 － 

自己資金

及び借入

金 

平成19年

６月 

平成19年

12月  

製造効

率の向

上  

当社賃

貸不動

産  

福井県福

井市  

その他

の事業  

事務所倉

庫  
200 － 自己資金  未定  未定  

賃貸不

動産  

当社賃

貸不動

産  

広島県広

島市 

その他

の事業  

事務所倉

庫   
420 － 自己資金  未定  未定  

賃貸不

動産  

当社本

社ビル 

東京都江

東区  

その他

の事業  

統括業務

設備及び

一部賃貸 

3,500 1,552 自己資金  
平成18年

１月  

平成19年

９月  

営業効

率の向

上 

当社賃

貸不動

産  

熊本県菊

池郡  

その他

の事業  

事務所倉

庫    
276 161 自己資金  

平成18年

５月   

平成19年

６月   

賃貸不

動産  

当社賃

貸不動

産  

島根県松

江市  

その他

の事業  

事務所倉

庫     
331 206 自己資金  

平成19年

１月   

平成19年

７月   

賃貸不

動産  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権付社債の権利

行使により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
(平成19年３月31日) 

提出日現在発行数
 （株） 

(平成19年６月28日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,292,112 28,292,112 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 28,292,112 28,292,112 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月７日取締役会決議 

（注）１．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使により当社が当社普通株式を新たに発

行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下、当社普通株式の発行又は移転を当社普通株式

の「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を下記２．②、③及び④により決

定される転換価額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整

は行わない。本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、旧商法に定める単元未満株式の

買取請求権が行使されたものとして現金により精算する。 

２．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

①各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と同額とする。 

②転換価額 

本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株当たりの額（以下、「転換価額」という。）は、当初

870円とする。なお、下記④の転換価額の下方修正の適用により、平成17年10月３日付で転換価額を755円

に修正している。 

③転換価額の調整 

転換価額は、本新株予約権付社債発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で

当社普通株式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既

発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数（但し、普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合

その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 2,500 同左 

新株予約権の数（個） 2,500 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 同左 

新株予約権の行使期間（スイス時間） 
自 2004年７月９日 

至 2008年９月16日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 
（注）３ 同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使

はできないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし。 同左 

代用払込みに関する事項 （注）４ 同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － －  

        

既発行株式数 ＋

新発行・ 

処分株式数
×

１株当たりの 

発行・処分価額 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

時  価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



④転換価額の下方修正 

2005年９月16日及び2006年９月15日（日本時間。以下、それぞれ「決定日」という。）まで（当日を含

む。）の各５連続取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の１

円未満の端数を切り上げた金額が、各決定日において有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換価

額は、2005年10月３日及び2006年10月２日（日本時間。以下、それぞれ「効力発生日」という。）以降、

それぞれ上記の方法で計算された終値の平均値と同額（但し、計算の結果、最初の決定日現在の転換価額

の70％未満となる場合、転換価額は最初の決定日現在の転換価額の70％に当たる金額で１円未満を切り上

げた金額とする。）に下方修正される。但し、各決定日（当日を除く。）から関連する各効力発生日（当

日を含む。）までの期間に、上記③に従い転換価額が調整された場合は、上記修正転換価額は更に調整さ

れる。 

３．本新株予約権の行使により発行する当社普通株式の発行価額中資本に組入れる額は、当該発行価額に0.5を

乗じ、その結果、１円未満の端数を生じるときはその端数を切り上げた額とする。 

４．代用払込みに関する事項 

旧商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号により、本新株予約権を行使したときは当該本新株予約権に係

る本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったも

のとみなす。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．ダンタニ建材株式会社と合併したことによる資本金の増加 

  合併登記日：平成14年７月１日 

合併比率 ：ダンタニ建材株式会社の株式（１株の金額５万円）１株につき当社の新株式（１株の金

額50円）100株の割合で割当しております。 

   ２．株式分割による株式増加 

  無償交付 

分割比率 ：平成14年６月30日（休日につき、実質的には６月28日）現在の株主名簿及び実質株   

主名簿に記載された株主の所有株式数を１株につき1.1株の割合で分割しております。 

   ３．株式分割による株式増加 

  無償交付 

分割比率 ：平成15年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有

株式数を１株につき1.1株の割合で分割しております。 

   ４．株式会社コウダとの合併による資本準備金の増加 

  合併登記日：平成15年11月１日 

合併比率 ：株式会社コウダは完全子会社でありますので、合併に際して新株式は発行しておりませ

ん。 

   ５．九紅産業株式会社と合併したことによる資本準備金の増加 

  合併登記日：平成16年７月１日 

合併比率 ：九紅産業株式会社は完全子会社でありますので、合併に際して新株式は発行しておりま

せん。 

   ６．株式分割による株式増加 

  無償交付 

分割比率 ：平成16年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有

株式数を１株につき1.1株の割合で分割しております。 

   ７．株式交換による新株式の発行と資本準備金の増加 

  株式交換日：平成19年３月１日 

  交換比率 ：物林株式会社の株式１株につき当社の新株式2.4株の割合で割当しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年７月１日 

（注）１ 
600,000 20,860,040 54 2,600 8 4,480 

平成14年８月20日 

（注）２ 
2,026,004 22,886,044 － 2,600 － 4,480 

平成15年５月20日 

（注）３ 
2,288,604 25,174,648 － 2,600 － 4,480 

平成15年11月１日 

（注）４ 
－ 25,174,648 － 2,600 378 4,858 

平成16年７月１日 

（注）５ 
－ 25,174,648 － 2,600 36 4,895 

平成16年８月20日 

（注）６ 
2,517,464 27,692,112 － 2,600 － 4,895 

平成19年３月１日 

（注）７ 
600,000 28,292,112 － 2,600 465 5,361 



(5）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式22,210株は、「個人その他」に222単元及び「単元未満株式の状況」に10株を含めて記載しており

ます。 

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ 

126単元及び64株含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の
法人 

外国法人等

個人その他 計 

個人以外 個人

株主数

（人） 
－ 45 12 166 39 3 3,105 3,370 － 

所有株式数

（単元） 
－ 52,185 570 110,201 1,607 72 117,473 282,108 81,312 

所有株式数

の割合

（％） 

－ 18.50 0.20 39.06 0.57 0.03 41.64 100.00 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三井物産株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番１２号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟 

（常代）資産管理サービス信託銀行株式会社 

3,179 11.24 

吉野石膏株式会社 
東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 

新東京ビル内 
2,637 9.32 

吉田 繁 東京都目黒区 2,430 8.59 

吉田 チサト 東京都港区 1,271 4.50 

伊藤忠建材株式会社 東京都中央区日本橋本町二丁目７番１号 1,104 3.90 

吉田 勲 神奈川県三浦郡葉山町 979 3.46 

ＪＫホールディングス従業員

持株会 
東京都江東区平野三丁目２番６号 933 3.30 

三井住商建材株式会社 
東京都中央区晴海一丁目８番８号 

晴海トリトンスクエアオフィスタワーＷ 
918 3.25 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 873 3.09 

吉田 隆 千葉県市川市 699 2.47 

計 － 15,027 53.12 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,600株含まれており

ます。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数126個が含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   22,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,188,600 281,886 － 

単元未満株式 普通株式   81,312 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 28,292,112 － － 

総株主の議決権 － 282,108 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

 ＪＫホールディングス

株式会社 

東京都江東区平野三

丁目２番６号 

木場パークビル 

22,200 － 22,200 0.08 

計 － 22,200 － 22,200 0.08 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社

法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価格の総額（円）  

当事業年度における取得自己株式 2,027 1,645,703 

当期間における取得自己株式 59 43,896 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額

（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式 
－ － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
156 121,908 3 2,088 

保有自己株式数 22,210 － 22,266 － 



３【配当政策】 

当社は、企業体質の強化と、今後の事業拡大に必要な内部留保の充実を図るとともに、株主各位への安定かつ継続

的な利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置付けており、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行う

ことを基本方針としております。 

 この方針の下、収益の状況や経済金融情勢、今後の事業展開等を総合的に勘案した上で、株式分割や記念増配等の

株主還元策を実施してまいりました。今後も、業績に対応した安定配当の継続を基本としつつ、株主還元の充実に努

めてまいります。 

 なお、内部留保資金は、営業拠点整備等の設備投資や、財務体質の一層の充実・強化に活用いたします。 

 純粋持株会社体制移行後、当社の収入は、グループ各社からの配当収入、不動産等の賃貸収入および業務の受託収

入が中心となりますが、これをもって当社の運営経費をカバーし、株主様への配当原資といたします。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当金につきましては、１株当たり年間10円（中間配当５円、期末配当５円）といたしたく、平成19

年６月28日開催予定の第61期定時株主総会に付議する予定であります。 

 次期の配当金につきましては、中間期末に創業70周年記念配当１株当たり５円を加えて、年間１株当たり15円を予

想いたしております。 

 なお、基準日が当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成15年３月３日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京

証券取引所市場第二部におけるものであります。 

２．□印は株式分割による権利落後の株価を表示しております。 

なお、第57期は平成14年６月30日（休日につき、実質的には６月28日）現在及び平成15年３月31日現在の株

主に対して、株式分割を２回実施しておりますので、６月30日によるものを※１で、３月31日によるものを

※２で示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年11月13日 

取締役会決議 
138 5 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
141 5 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高（円） 

550 

※１□1,100 

※２□865 

823 
1,025 

□950 
997 937 

最低（円） 

410 

※１□365 

※２□801 

580 
715 

□722 
734 730 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高（円） 837 812 831 818 824 796 

最低（円） 799 730 758 797 752 730 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

（千株） 

代表取締役会

長兼最高経営

責任者（ＣＥ

Ｏ） 

  吉田 繁 昭和15年５月13日生

昭和41年３月 ㈱丸吉取締役就任 

昭和51年３月 同社代表取締役専務就任 

昭和54年４月 同社代表取締役社長就任 

平成５年２月 ㈱カワシン代表取締役就任

（現） 

平成10年10月 当社代表取締役会長就任 

平成15年４月 当社代表取締役会長兼最高

経営責任者（ＣＥＯ）就任 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱代

表取締役会長兼最高経営責

任者（ＣＥＯ）（現） 

(注)４ 2,430 

代表取締役社

長兼最高業務

執行責任者

（ＣＯＯ） 

経営本部長 中本 敏宏 昭和22年３月11日生

昭和47年10月 興国ハウジング㈱入社 

平成２年９月 同社管理本部経理部長 

平成２年12月 同社取締役就任 

平成６年12月 同社常務取締役就任 

平成８年12月 同社代表取締役副社長就任 

平成10年10月 当社代表取締役社長就任 

平成15年４月 当社代表取締役社長兼最高

業務執行責任者（ＣＯＯ）

就任 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱代

表取締役社長兼最高業務執

行責任者（ＣＯＯ）兼経営

本部長（現） 

(注)４ 22 

代表取締役副

社長兼最高財

務責任者（Ｃ

ＦＯ） 

管理本部長 吉田 隆 昭和21年11月10日生

昭和47年９月 ㈱丸吉入社 

昭和59年４月 同社経理部長 

昭和60年６月 同社取締役就任 

昭和61年６月 同社常務取締役就任 

平成２年３月 同社代表取締役専務就任業

務管理本部長 

平成９年４月 同社代表取締役副社長就任 

平成10年10月 当社代表取締役副社長就任

業務管理本部長 

平成15年４月 当社代表取締役副社長兼最

高財務責任者（ＣＦＯ）就

任兼業務管理本部長 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱代

表取締役副社長兼最高財務

責任者（ＣＦＯ）兼管理本

部長（現） 

(注)４ 699 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

（千株） 

取締役   松田 一郎 昭和17年６月29日生

昭和42年４月 ㈱丸吉入社 

平成２年４月 同社中部・西日本営業部長 

平成３年６月 同社取締役就任 

平成８年６月 同社常務取締役就任西日本

営業部長 

平成10年10月 当社常務取締役就任第一営

業本部長 

平成11年４月 当社専務取締役就任営業本

部長 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱取

締役（現） 

ジャパン建材㈱代表取締役

副社長就任（現） 

(注)４ 18 

取締役   大久保 清 昭和22年３月５日生

昭和40年４月 ㈱丸吉入社 

昭和62年４月 同社中央支店長 

平成３年６月 同社取締役就任営業統轄担

当副社長付部長 

平成10年10月 当社取締役就任営業推進本

部長兼営業企画室長 

平成11年４月 当社常務取締役就任営業本

部副本部長 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱取

締役（現） 

ジャパン建材㈱専務取締役

就任（現） 

平成18年12月 通商㈱代表取締役社長就任

（現） 

(注)４ 32 

取締役   永井 昭雄 昭和19年11月10日生

昭和47年４月 ㈱丸吉入社 

平成15年４月 当社執行役員営業本部副本

部長 

平成15年６月 当社取締役就任営業本部副

本部長 

平成16年４月 当社常務取締役就任営業本

部副本部長 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱取

締役（現） 

ジャパン建材㈱常務取締役

就任（現） 

平成19年２月 ㈱ミトモク代表取締役社長

就任（現） 

(注)６ 4 

取締役 

経営本部副

本部長 

経営本部グ

ループ経営

戦略室長補

佐 

経営本部広

報兼秘書室

長 

黒岩 康多 昭和27年５月９日生

平成６年１月 興国ハウジング㈱入社 

平成６年９月 同社開発営業部開発部長 

平成６年12月 同社取締役就任 

平成10年10月 当社取締役就任 

平成17年６月 当社常務取締役就任業務管

理本部総務部長兼業務管理

本部関係会社統轄室長 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱取

締役経営本部副本部長兼経

営本部グループ経営戦略室

長補佐兼経営本部広報兼秘

書室長（現） 

ジャパン建材㈱常務取締役

就任（現） 

(注)４ 24 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

（千株） 

取締役   平 國雄 昭和20年９月12日生

昭和39年３月 ㈱丸吉入社 

平成15年４月 当社執行役員営業本部副本

部長兼産業資材部長 

平成16年６月 当社取締役就任営業本部副

本部長兼産業資材部長 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱取

締役（現） 

ジャパン建材㈱取締役就任

（現） 

(注)４ 17 

取締役 

管理本部副

本部長 

管理本部財

務経理部財

務部長 

管理本部内

部統制室長 

渡辺 昭市 昭和26年１月18日生

昭和50年４月 商工組合中央金庫入庫 

平成15年３月 同庫金融法人部長 

平成16年４月 当社出向業務管理本部長付

部長 

平成16年６月 当社執行役員業務管理本部

財務経理部長 

平成17年６月 当社取締役就任業務管理本

部財務経理部長 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱取

締役管理本部副本部長兼管

理本部財務経理部長 

ジャパン建材㈱取締役就任

（現） 

平成19年３月 当社取締役管理本部副本部

長兼管理本部財務経理部長

兼管理本部内部統制室長 

平成19年４月  当社取締役管理本部副本部

長兼管理本部財務経理部財

務部長兼管理本部内部統制

室長（現）  

(注)４ 0 

取締役   野島 新人 昭和23年10月15日生

昭和47年４月 三井物産㈱入社 

平成13年５月 同社本店物質開発本部建材

資材部長 

平成15年６月 三井物産林業㈱代表取締役

社長 

平成17年10月 当社常勤顧問 

平成18年２月 ＪＫＣ㈱代表取締役社長就

任 

平成18年６月 当社取締役就任常勤顧問 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱取

締役（現） 

ジャパン建材㈱代表取締役

社長（現） 

(注)４ － 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

（千株） 

取締役   青木 慶一郎 昭和42年11月11日生

平成４年４月 ㈱丸吉入社 

平成14年４月 当社営業推進本部営業企画

室長兼住宅保証部長 

平成15年10月 ㈱キーテック取締役就任 

平成16年４月 同社代表取締役専務就任

（現） 

平成16年６月 当社取締役就任 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱取

締役（現）  

(注)４ 19 

取締役   植木 啓之  昭和34年５月６日生 

昭和57年４月 三井物産㈱入社 

平成17年３月 同社住宅・建材事業部建材

事業推進室長（現） 

平成18年６月 当社取締役就任 

平成18年10月  ＪＫホールディングス㈱取

締役（現）  

(注)４ － 

常勤監査役   水津 清治 昭和19年５月29日生

昭和42年４月 商工組合中央金庫入庫 

平成７年４月 同庫押上支店長 

平成９年４月 ㈱丸吉出向財務部長 

平成10年６月 同社取締役就任 

平成10年10月 当社取締役就任業務管理本

部財務部長 

平成11年４月 当社取締役業務管理本部財

務経理部財務部長 

平成14年９月 当社取締役業務管理本部財

務経理部長 

平成16年６月 当社常勤監査役就任 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱常

勤監査役（現） 

ジャパン建材㈱常勤監査役

就任（現） 

(注)５ 11 

常勤監査役   土居 功 昭和19年４月20日生

昭和42年３月 興国ハウジング㈱入社 

平成８年12月 同社管理本部経理部長 

平成10年10月 当社業務管理本部財務部長 

平成11年４月 当社業務管理本部財務経理

部経理部長 

平成11年６月 当社執行役員業務管理本部

財務経理部経理部長 

平成14年９月 当社執行役員内部監査部長 

平成16年６月 当社常勤監査役就任 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱常

勤監査役（現） 

ジャパン建材㈱常勤監査役

就任（現） 

(注)５ 4 

 



（注）１．取締役副社長吉田隆は、取締役会長吉田繁の弟であります。 

２．取締役植木啓之は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．監査役吉田益造及び監査役中村啓一郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

５．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

７．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

８．当社では、経営組織のスリム化と権限委譲を進め業務執行責任を明確にするため執行役員制度を導入してお

ります。 

執行役員は７名で、浦野安博（ジャパン建材㈱営業推進本部合板部長）、小杉一夫（ジャパン建材㈱営業推

進本部住設部長）、榎屋博英（ジャパン建材㈱営業本部副本部長）、榎本邦雄（ジャパン建材㈱営業推進本

部営業企画室長兼住宅保証部長）、鮫島拓一（ジャパン建材㈱営業本部副本部長兼関西営業部長）、小川明

範（経営本部副本部長兼経営本部経営企画室長兼ジャパン建材㈱営業本部副本部長）、中川幸男（通商㈱出

向常務取締役）で構成されております。 

９．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。 

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

（千株） 

監査役   吉田 益造 昭和13年９月５日生

昭和32年４月 ㈱富士銀行入行 

平成３年５月 同行検査部検査役 

平成５年３月 ジェーエムシークレジット

㈱常務取締役就任 

平成12年10月 同社常務取締役退任 

平成13年６月 当社監査役就任 

平成18年10月 ＪＫホールディングス㈱監

査役（現） 

(注)５ － 

監査役   中村 啓一郎 昭和18年９月４日生

昭和41年４月 ㈱三菱銀行入行 

昭和60年４月 同行大久保支店長 

平成元年４月 ダイヤモンドクレジット取

締役経営企画部長兼事業部

長 

平成３年４月 ㈱三菱銀行有楽町支店長 

平成５年10月 ダイニッカ㈱常務取締役就

任 

平成８年６月 本多通信工業㈱取締役 

平成13年７月 同社常務取締役 

平成18年６月 同社顧問（現） 

平成19年６月 ＪＫホールディングス㈱監

査役就任（現） 

(注)７ － 

        計   3,285 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

大富部 喜彦 昭和17年５月21日生 

昭和40年４月 ㈱富士銀行入行 

平成２年11月 同行自由が丘支店長 

平成６年７月 同行退職 

平成17年２月 ㈱ティムコ非常勤監査役（現） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 (1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、平成18年10月１日をもちまして、純粋持株会社体制に移行いたしました。 

 純粋持株会社である当社がグループの経営管理機能を一段と強化し、傘下の事業会社がそれぞれの事業推進力

を向上させるとともに、各社連携して高い総合力を発揮できる企業グループを形成し、株主価値の更なる向上を

目指したグループ運営を推進してまいります。 

 当社グループは、株主を始めとするステークホルダーの皆様から信頼される企業グループとなることを目指し

て、経営の透明性と効率性の向上に努めるとともに、コンプライアンスの確立や環境問題への取り組みを強化し

ております。 

 当社は、経営の意思決定と執行の一体性を重視する見地から監査役設置会社形態を採用しておりますが、社外

取締役や社外監査役を選任するほか、会計監査人と代表取締役との定期的なミーティングを実施するなど、適切

な経営の監視機能が発揮される体制整備にも努めております。 

 コンプライアンスの確立に関しましては、平成16年２月にコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアン

ス宣言をいたしました。 

 「快適で豊かな住環境の創造」という企業理念に則った「役職員の行動規範」を制定し、グループの情報誌や

社員研修等を通じて、周知・徹底を図っております。 

 また、環境問題への取り組みは、平成16年３月に当社全営業所でＩＳＯ１４００１の認証を取得し、環境保全

への取り組みの指針といたしております。 

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

ａ．業務執行の体制 

 当社は、純粋持株会社としてグループの経営企画・管理に特化し、傘下のグループ企業が事業推進機能を担

う体制へと移行いたしました。このため、グループ全体の経営企画・管理を担う経営本部を新たに設置いたし

ました。 

 一方で、当社の営業部門を承継したグループ中核企業であるジャパン建材株式会社との経営の一体性を維持

する見地から、同社の役員は当社の役員が兼務する体制を採っております。 

 監査の状況としては、内部監査部は本部機能から独立した部門とし、部長を含む３名のベテランスタッフを

配置、業務活動全般に亘りチェックと指導を行っており、監査結果は経営トップまで報告されます。 

 監査役会は年15回程度開催いたしております。監査役は、取締役会や経営計画発表会等の重要会議に出席す

るほか、監査法人との定期的な会合、内部監査部との月３回の定例打合せ等、相互に連携して監査機能の充実

に努めております。 



ｂ．内部統制システム整備の状況 

 当社は平成18年５月10日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について決議し、会社

法第362条第５項に基づき、取締役会が決定すべき当社の内部統制システムの構築について、代表取締役を筆

頭に全役職員が遵守すべき基本方針を明らかにするとともに、会社法施行規則第100条の定める同システムの

体制整備に必要とされる各条項に関する大綱を定めるものであります。本決議に基づく内部統制システムの構

築は、各条項に定める担当者の下で、可及的速やかに実行すべきものとし、かつ、内部統制システムについて

の不断の見直しによってその改善を図り、もって、効率的で適法な企業体制を作る事を目的といたします。 

 また、コンプライアンスの推進に関しては、担当取締役を任命し、同取締役が委員長を務める「コンプライ

アンス・リスク管理委員会」を設置し、コンプライアンスに関する全社的方針の作成・改定、コンプライアン

ス体制の維持・管理、並びに教育・啓蒙・実施状況を確認しております。 

 組織運営面におきましても、相互牽制と内部チェックが働く体制を構築するほか、賞罰委員会の決定を社内

開示することで、適正な業務運営への動機付けと規律の確保に努めております。 

 会計監査は、会計監査人として選任している監査法人トーマツから一般に公正妥当と認められる監査基準に

基づく適正な監査を受けております。なお、監査業務を執行した公認会計士は同法人に所属する福田眞也氏

［継続監査年数５年］、古口昌巳氏［同６年］、城戸和弘氏［同１年］であり、その監査業務の補助者は合計

８名（公認会計士３名、会計士補４名、その他１名）であります。 

 当社の内部統制システムの模式図は以下のとおりであります。 



③ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外取締役植木啓之氏は三井物産株式会社住宅・建材事業部建材事業推進室長であります。植木氏は当社の株

主ではありませんが、当社と同社の間には資本関係があります。 

 社外監査役吉田益造氏、同花岡秀哉氏につきましては、いずれも金融機関の出身（株式会社みずほ銀行、株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行）でありますが、両氏とも既に退職いたしており、当社との直接的な利害関係はありま

せん。なお、当社と両行の間には資本関係並びに融資取引があります。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理に関しては、「コンプライアンス・リスク管理委員会」が、リスク管理に関しても全社的方針の作

成・改定、リスク管理体制の維持・管理、並びに教育・啓蒙・実施状況を確認し、経営の意思決定に際し全社的に

影響を及ぼす重要事項については、取締役会に諮る前に、常務会に諮ることで慎重を期しております。 

 当社は代表取締役に直属する部署として内部監査部を設置し、業務の適正を確保するため、主として各営業所毎

の定期的監査に基づく改善指示を都度行い、その旨を代表取締役に報告すると共に、業務そのものに改善が必要な

場合は代表取締役に改善提案し、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について、代表取締役は

必要に応じ直ちに担当部署に通知し改善する体制を構築いたしております。 

（3）役員報酬及び監査報酬の内容 

取締役及び監査役に支払った報酬、監査報酬の内容は次のとおりであります。 

① 取締役及び監査役の報酬等の額 

（注）１．株主総会決議による取締役の報酬限度額は、年額600百万円以内（平成10年６月29日定時株主総

会決議）及び監査役の報酬限度額は、年額60百万円以内（平成10年６月29日定時株主総会決議）

であります。 

２．報酬等の額には、社外監査役２名の報酬等９百万円が含まれております。 

３．報酬等の額には、当事業年度に役員賞与引当金として費用計上しております35百万円（取締役32百

万円、監査役３百万円）が含まれております。 

４．報酬等の額には、当事業年度に役員退職慰労引当金として費用計上しております86百万円（取締

役84百万円、監査役１百万円）が含まれております。 

５．上記金額には兼務役員の従業員賞与相当額８百万円及び補欠監査役に支給した報酬０百万円は含

まれておりません。 

６．期末現在の人員は、取締役12名、監査役４名であり、期中の異動は次の通りであります。 

当事業年度の無支給人員は下記のとおりであります。 

② 監査報酬の内容 

当社の監査法人トーマツへの公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく

報酬の金額は34百万円であります。 

 なお、上記以外の報酬の金額は１百万円であります。 

（4）取締役の定数 

 当社の取締役は25名以内とする旨定款に定めております。 

（5）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 また、取締役会の選任決議は累積投票によらない旨定款に定めております。 

区  分 
取締役 

人 数 報酬等の額（百万円） 

取締役 11 323 

監査役 4 29 

計 15 353 

退任 取締役 1名 

  取締役 1名 

  取締役（社外） 1名  



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表

について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     11,918     16,660   

２．受取手形及び売掛金 ※10   75,700     96,808  

３．有価証券 ※３   953     124  

４．たな卸資産     8,047     13,857  

５．繰延税金資産     433     633  

６．その他     1,989     4,235  

貸倒引当金     △558     △646  

流動資産合計     98,483 66.8   131,673 71.5 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産 ※１            

(1）建物及び構築物 ※４   6,298     8,116  

(2）機械装置及び運搬具     1,865     2,446  

(3）土地 ※4,6   24,126     29,354  

(4）建設仮勘定     78     1,626  

(5）その他     199     215  

有形固定資産合計     32,568 22.1   41,759 22.7 

２．無形固定資産              

(1）のれん ※12   －     352  

(2）連結調整勘定     735     －  

(3）その他     603     602  

無形固定資産合計     1,338 0.9   954 0.5 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※2,3   4,778     4,850  

(2）破産・更生債権等     2,056     2,145  

(3）賃貸不動産 ※4,6   6,183     996  

(4）繰延税金資産     146     1,050  

(5）その他 ※2,3   3,062     2,555  

貸倒引当金     △1,118     △1,748  

投資その他の資産合計     15,109 10.2   9,849 5.3 

固定資産合計     49,016 33.2   52,563 28.5 

資産合計     147,499 100.0   184,237 100.0 

               

 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※10   81,632     102,650  

２．短期借入金 ※４   9,264     17,710   

３．１年内返済予定長期借
入金 

※４   5,613     6,852   

４．１年内償還予定社債     1,860     310  

５．未払法人税等     1,142     1,562  

６．賞与引当金     638     783  

７．役員賞与引当金     －     53  

８．その他 ※４   2,684     4,731  

流動負債合計     102,835 69.7   134,653 73.1 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     700     390   

２．新株予約権付社債      2,500     2,500   

３．長期借入金 ※４   12,579     16,609   

４．繰延税金負債     109     620  

５．再評価に係る繰延税金
負債 

※６   2,432     2,373  

６．退職給付引当金     3,652     2,731  

７．役員退職慰労引当金     362     453  

８．債務保証損失引当金     －     120  

９．その他 ※４   1,435     2,489  

固定負債合計     23,772 16.1   28,287 15.3 

負債合計     126,608 85.8   162,940 88.4 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     872 0.6   － － 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※７   2,600 1.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金     4,900 3.3   － － 

Ⅲ 利益剰余金     11,766 8.0   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※６   △273 △0.2   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    1,039 0.7   － － 

Ⅵ 自己株式 ※８   △13 △0.0   － － 

資本合計     20,018 13.6   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    147,499 100.0   － － 

               
 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   2,600 1.4 

２．資本剰余金     － －   5,366 2.9 

３．利益剰余金     － －   12,250 6.7 

４．自己株式     － －   △15 △0.0 

  株主資本合計     － －   20,201 11.0 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   746 0.4 

２．繰延ヘッジ損益     － －   7 0.0 

３．土地再評価差額金 ※６   － －   △289 △0.1 

  評価・換算差額等合計     － －   464 0.3 

Ⅲ 少数株主持分     － －   630 0.3 

純資産合計     － －   21,296 11.6 

負債純資産合計     － －   184,237 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     265,400 100.0   289,396 100.0 

Ⅱ 売上原価     245,042 92.3   266,259 92.0 

売上総利益     20,358 7.7   23,136 8.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   16,561 6.3   19,719 6.8 

営業利益     3,796 1.4   3,416 1.2 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息及び受取配当
金  

  87     103    

２．仕入割引   324     308    

３．不動産賃貸料   514     343    

４．雑収入   163 1,090 0.4 163 919 0.3 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   403     532     

２．売上割引   529     589    

３．持分法による投資損失   308     550    

４．雑損失   211 1,453 0.5 303 1,975 0.7 

経常利益     3,434 1.3   2,360 0.8 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※２ 34     903    

２．投資有価証券売却益   436     144    

３．関係会社株式売却益   66     0    

４．退職金制度変更に伴う
利益 

  －     155    

５．移転保証金   － 536 0.2 22 1,227 0.4 

               

 



    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※３ 3     21    

２．固定資産除却損 ※４ 64     58    

３．役員退職金   21     －    

４．会員権評価損 ※５ 16     12    

５．退職給付会計基準変更
時差異償却 

  7     －    

６．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

  60     60    

７．貸倒引当金繰入額   464     159    

８．減損損失 ※６ 169     323    

９．たな卸資産処分損   53     －    

10．リース債務解約損   12     －    

11．投資有価証券売却損   －     0    

12．前期損益修正損 ※７ －     50    

13．債権整理損   －     58    

14．営業債権債務整理損   －     99    

15．クレーム補修費用   －     49    

16．関係会社株式売却損   －     9    

17．貸倒損失   － 873 0.3 17 920 0.3 

税金等調整前当期純利益     3,097 1.2   2,667 0.9 

法人税、住民税及び事業
税 

  2,035     2,477    

法人税等調整額   △118 1,916 0.7 △369 2,107 0.7 

少数株主損失（△）     △31 △0.0   △255 △0.1 

当期純利益     1,212 0.5   815 0.3 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,900 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

自己株式処分差益   0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     4,900 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     11,041 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益   1,212 1,212 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   276  

２．役員賞与   59  

３．土地再評価差額金取崩
高 

  151 487 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     11,766 

       



連結株主資本等変動計算書 

  当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,600 4,900 11,766 △13 19,252 

連結会計年度中の変動額          

株式交換による増加   465     465 

剰余金の配当（注）     △138   △138 

剰余金の配当（中間配当）     △138   △138 

役員賞与（注）     △45   △45 

当期純利益     815   815 

自己株式の取得       △1 △1 

自己株式の処分   0   0 0 

連結範囲の変動     △25   △25 

土地再評価差額金取崩額      15   15 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）  

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 465 483 △1 948 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,600 5,366 12,250 △15 20,201 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,039 － △273 765 872 20,891 

連結会計年度中の変動額            

株式交換による増加           465 

剰余金の配当（注）           △138 

剰余金の配当（中間配当）           △138 

役員賞与（注）           △45 

当期純利益           815 

自己株式の取得           △1 

自己株式の処分           0 

連結範囲の変動            △25 

土地再評価差額金取崩額            15 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△292 7 △15 △300 △241 △542 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△292 7 △15 △300 △241 405 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

746 7 △289 464 630 21,296 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利
益 

  3,097 2,667 

減価償却費   1,102 1,184 

減損損失   169 323 

のれん償却額   － 318 

連結調整勘定償却額   189 － 

営業権償却額   24 － 

貸倒引当金の増減額   65 482 

賞与引当金の増減額   6 57 

役員賞与引当金の増減
額 

  － 51 

退職給付引当金の増減
額 

  158 △1,695 

役員退職慰労引当金の
増減額 

  94 87 

受取利息及び受取配当
金 

  △87 △103 

支払利息   403 532 

持分法による投資損失   308 550 

投資有価証券売却益   △436 △144 

投資有価証券売却損   － 0 

関係会社株式売却益   △66 △0 

関係会社株式売却損   － 9 

有形固定資産売却益   △34 △903 

有形固定資産売却損   3 21 

有形固定資産除却損   64 58 

会員権評価損   7 7 

売上債権の増減額   △899 △12,417 

たな卸資産の増減額   △676 △3,391 

その他資産の増減額   △117 △5,084 

仕入債務の増減額   680 13,914 

未払消費税等の増減額   28 △3 

その他負債の増減額   104 5,164 

役員退職金   21 － 

役員賞与の支払額   △59 △45 

 



    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

たな卸資産処分損   53 － 

リース債務解約損   12 － 

退職金制度変更に伴う
利益 

  － △155 

移転保証金    － △22 

債権整理損    － 58 

営業債権債務整理損   － 99 

クレーム補修費用    － 49 

前期損益修正損   － 50 

小計   4,221 1,721 

利息及び配当金の受取
額 

  90 107 

役員退職金の支払額   △28 － 

営業保証金の返還によ
る収入 

  4 127 

営業保証金の支払によ
る支出  

  △5 △44 

移転保証金による収入   － 22 

クレーム補修費用の支
払額 

  － △37 

利息の支払額   △405 △528 

法人税等の支払額   △2,002 △1,933 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,874 △564 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

定期預金の預入れによ
る支出 

  △805 △277 

定期預金の払戻しによ
る収入 

  338 776 

有価証券の取得による
支出 

  △4,826 △1,269 

有価証券の売却による
収入 

  3,964 2,132 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △3,145 △5,031 

有形固定資産の除却に
よる支出 

  △2 △13 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  146 2,332 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △29 △4 

無形固定資産の売却に
よる収入 

  0 0 

 



    
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △11,819 △4,202 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  11,637 3,776 

連結範囲の変更を伴う
子会社株式の取得によ
る収入 

 ※2,3 
  7 

－ 748 

連結範囲の変更を伴う
子会社株式の取得によ
る支出 

 ※4,5 
   6 

△113 △5 

連結子会社の追加取得
による支出 

  △14 △0 

連結子会社株式の売却
による収入 

  － 3 

貸付による支出   △256 △172 

貸付金の回収による収
入 

  230 283 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △4,696 △923 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

短期借入金の増減額   1,750 4,290 

長期借入による収入   8,090 10,946 

長期借入返済による支
出 

  △6,839 △6,894 

社債の償還による支出   △860 △1,860 

自己株式の取得による
支出 

  △1 △1 

自己株式の売却による
収入 

  0 0 

ファイナンス・リース
債務の返済による支出 

  △19 △3 

配当金の支払額   △276 △276 

少数株主への配当金の
支払額 

  △23 △25 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,818 6,174 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

  △1,002 4,687 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  12,752 11,749 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 11,749 16,436 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１．連結の範囲に関する

事項 

①連結子会社  13社 

株式会社キーテック 

株式会社ＪＫ興産 

株式会社ハウス・デポ・ジャパン 

株式会社新若山 

日本パネフォーム株式会社 

通商株式会社 

株式会社ハウスデポ・ピーエイチアイ 

株式会社ＪＫ ＣＡＲＧＯ 

株式会社ジェイケー物流 

ＪＫ工業株式会社 

ＪＫＣ株式会社 

山陰ダイケン株式会社 

秋田グルーラム株式会社 

東海ダイケン株式会社については、平成

17年７月31日付の株式取得により、当連結

会計年度より子会社となり、連結の範囲に

含めております。ただし、平成17年10月１

日付の当社との合併により、消滅しており

ます。 

 また、ＪＫＣ株式会社については、平成

18年２月１日の設立に伴い、山陰ダイケン

株式会社及び秋田グルーラム株式会社につ

いては、平成18年２月１日付の株式取得に

より、当連結会計年度より子会社となり、

連結の範囲に含めております。 

①連結子会社  22社 

主要な連結子会社名 

ジャパン建材株式会社 

通商株式会社 

物林株式会社 

株式会社キーテック 

株式会社ハウス・デポ・ジャパン 

山陰ダイケン株式会社については、前連

結会計年度より連結の範囲に含めておりま

したが、平成18年４月１日付の当社との合

併により、消滅しております。 

 また、ＪＫＩ株式会社については平成18

年５月１日付、ＪＫトラベル株式会社につ

いては平成18年７月６日付、日本ハウステ

クノ株式会社については平成18年10月19日

付、ジャパン建材沖縄株式会社については

平成18年11月６日付の設立に伴い、株式会

社プレックコンポーネントについては平成

18年４月５日付、株式会社アースホームビ

ルドについては平成18年４月12日付、株式

会社ミトモクについては平成19年２月28日

付の株式取得により、連結の範囲に含めて

おります。 

 なお、前連結会計年度では持分法を適用

していない関連会社に含めておりました株

式会社ティーエヌエスは、平成18年７月14

日付の株式取得により当連結会計年度より

子会社となり、重要性が増したため連結の

範囲に含めております。 

 さらに、ジャパン建材株式会社は、ＪＫ

Ｃ株式会社が平成18年10月１日付で商号を

変更したものであります。 

 また、物林株式会社については、平成19

年３月１日付の株式交換により、北海道プ

レカットセンター株式会社については、株

式を所有している物林株式会社の平成19年

３月１日付の株式交換により、当連結会計

年度より子会社となり、連結の範囲に含め

ております。 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

  ②非連結子会社 51社 

主要な非連結子会社名は、「第１〔企業

の概況〕 ３〔事業の内容〕」に記載して

いるため、省略しております。 

②非連結子会社 58社 

主要な非連結子会社名は、「第１〔企業

の概況〕 ３〔事業の内容〕」に記載して

いるため、省略しております。 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社51社の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等は、いずれも小

規模であり、全体としても連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないので、連結の

範囲から除外しております。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社58社の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等は、いずれも小

規模であり、全体としても連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないので、連結の

範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関す

る事項 

①持分法適用の非連結子会社 45社 

主要な会社名 

株式会社ハウス・デポ仙台 

株式会社カワシン 

新いずみ建装株式会社 

株式会社エムジー建工 

有限会社ハウス・デポハリマ及び日東建

材株式会社は、株式を所有している株式会

社ハウス・デポ・ジャパンが平成17年９月 

30日付で有限会社ハウス・デポハリマ、平

成17年12月31日付で日東建材株式会社の株

式を譲渡したことにより、当連結会計年度

より持分法適用の非連結子会社から除外し

ております。 

 なお、株式会社ハウス・デポ京葉は、平

成18年３月31日をもって事業を休止してお

り、株式会社オジマ商会は平成18年３月31

日をもって解散し、清算手続中でありま

す。 

 また、株式会社ハウス・デポ日東は、株

式会社ハウス・デポ隼人が平成18年2月1日

付で商号変更したものであります。 

 さらに、株式会社ハウス・デポ・タチカ

ワ、有限会社トキオ建材、有限会社ハウ

ス・デポ・村上、株式会社丸藤近藤商店及

び有限会社ハウス・デポ・ユウキは、株式

会社ハウス・デポ・ジャパンの株式取得に

伴い、有限会社ハウス・デポ姶良、有限会

社ハウス・デポ・カヤモリ、有限会社ハウ

ス・デポ松村及び株式会社ハウスデポ・セ

キは新規設立に伴い、当連結会計年度より

持分法適用の非連結子会社に含めておりま

す。 

①持分法適用の非連結子会社 50社 

主要な会社名 

株式会社ハウス・デポ仙台 

株式会社カワシン 

新いずみ建装株式会社 

株式会社エムジー建工 

株式会社オジマ商会は、平成18年３月31

日をもって解散し、清算手続中でありま

す。 

 なお、前連結会計年度では持分法を適用

していない関連会社に含めておりました有

限会社ツルムラは、株式会社ハウス・デ

ポ・ジャパンの株式追加取得に伴い、当連

結会計年度より持分法適用の非連結子会社

に含めております。 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

  ②持分法適用の関連会社 ２社 

ブルース・ジャパン株式会社 

株式会社野元 

②持分法適用の関連会社 ２社 

ブルース・ジャパン株式会社 

株式会社野元 

  ③ 持分法を適用していない非連結子会社 

６社及び関連会社21社（主要な関連会社

名は、「第１〔企業の概況〕 ３〔事業

の内容〕」に記載しているため、省略し

ております。）は、当期純損益及び利益

剰余金等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

③ 持分法を適用していない非連結子会社 

８社及び関連会社18社（主要な関連会社

名は、「第１〔企業の概況〕 ３〔事業

の内容〕」に記載しているため、省略し

ております。）は、当期純損益及び利益

剰余金等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

３．連結子会社の事業年

度等に関する事項 

連結子会社のうち通商株式会社の決算日

は、９月30日であります。なお、連結財務

諸表の作成にあたっては、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。 

 また、その他の連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致しております。 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

  なお、通商株式会社及び株式会社プレッ

クコンポーネントについては、当連結会計

年度より決算日を３月31日に変更しており

ます。 

４．会計処理基準に関す

る事項 

   

(1）重要な資産の評価

基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

………償却原価法（定額法） 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

………同左 
  その他有価証券 

時価のあるもの 

………決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

………決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 
  時価のないもの 

………移動平均法による原価法 

時価のないもの 

………同左 
  ②デリバティブ 

………時価法 

②デリバティブ 

………同左 
  ③たな卸資産 ③たな卸資産 
  商品………主として総平均法による原価

法 

製品………主として移動平均法による原

価法 

原材料……主として個別法による原価法 

商品………同左 

  

製品………同左 

  

原材料……同左 
  販売用不動産・未成工事支出金 

……………個別法による原価法 

販売用不動産・未成工事支出金 

……………同左 

(2）重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

………定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）については定額法。なお、主な耐

用年数は以下のとおりであります。 

建物  ３～50年 

構築物 ２～60年 

①有形固定資産 

………定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）については定額法。なお、主な耐

用年数は以下のとおりであります。 

建物  ３～50年 

構築物 ３～60年 
  ②無形固定資産 

………定額法。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法。ま

た、その他の耐用年数は３～20年であり

ます。 

②無形固定資産 

………同左 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

  ③長期前払費用 

………期間対応償却。なお、償却年数は

２～42年であります。 

③長期前払費用 

………期間対応償却。なお、償却年数は

５～42年であります。 
  ④賃貸不動産 

………定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）については定額法。なお、耐用年

数は５～50年であります。 

④賃貸不動産 

………定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）については定額法。なお、耐用年

数は７～45年であります。 

(3）繰延資産の処理方

法 

────── 株式交付費 

………支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(4）重要な引当金の計

上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給

見込額の当連結会計年度負担額を計上し

ております。 

②賞与引当金 

同左 

  ────── 

  

③役員賞与引当金 

 当社及び一部の連結子会社は、役員賞

与の支出に備えて、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

 （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号平成

17年11月29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ53百

万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

  ④退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（77百万

円）は、５年による按分額を費用処理し

ております。 

また、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定

率法により、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしておりま

す。 

④退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により費用処

理しております。 

また、数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定率法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとして

おります。 

  （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成18年４月１日に適格退職年金制

度について確定給付企業年金制度及び確

定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）を適用してお

ります。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益とし

て155百万円計上されております。 

  ⑤役員退職慰労引当金  

当社及び一部の連結子会社は、役員の

退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上

しております。 

 なお、過年度相当額300百万円について

は、平成19年３月期まで５年にわたり均

等額を特別損失として繰入計上しており

ます。 

⑤役員退職慰労引当金  

同左 

               ────── ⑥債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、被

保証先の財政状態を勘案して損失負担見

込額を計上しております。 

(5）重要なリース取引

の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

(6）重要なヘッジ会計

の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合は特例処理

を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約、金利スワップ 

ヘッジ対象……外貨建予定取引、借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……同左 

ヘッジ対象……同左 

  ③ヘッジ方針 

為替・金利に係る相場変動リスクを回

避する目的で、実需の範囲内で対象取引

のヘッジを行っております。 

③ヘッジ方針 

同左 

(7）その他連結財務諸

表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

①消費税等の会計処理 

同左 

  ②連結納税制度の適用 

当社及び一部の連結子会社は、当連結

会計年度から連結納税制度を適用してお

ります。 

②連結納税制度の適用 

当社及び一部の連結子会社は、連結納

税制度を適用しております。 

５．連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却

に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

────── 

７．のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項 

──────  のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行って

おります。 

８．利益処分項目等の取

扱いに関する事項 

連結会社の利益処分については、連結会

計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。 

────── 

９．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純利益は169百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

―――――― 

  

―――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は20,658百

万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

―――――― 

  

（企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― 

  

（不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価） 

 平成18年10月１日より従来、営業外収益として計上し

ておりました不動産賃貸料につきましては売上高に、営

業外費用として計上しておりました不動産賃貸原価につ

きましては売上原価に含めて表示しております。 

 この変更は、近年、企業を買収し事業統合の実施に伴

い余剰となった営業所等を賃貸することが多くなってい

た中で、平成18年10月１日に会社分割により当社が持株

会社になり、事業子会社やグループ外企業に対する不動

産の賃貸事業も持株会社の事業目的の一つと位置付けた

ことを機に、計上区分を変更するものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法に比較して営業利益は85

百万円多く計上されています。なお、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に影響はありません。 

 また、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に

記載しております。 

―――――― 

  

（中間と年度との会計処理の首尾一貫性の注記） 

 なお、不動産賃貸事業を事業目的の一つと位置付けた

のは、平成18年10月１日会社分割により当社が持株会社

になったことを契機としたものであるため、当中間連結

会計期間は従来の方法によっております。従って、当中

間連結会計期間は変更後の方法によった場合に比べて、

営業収入は123百万円、営業費用は35百万円、営業利益は

88百万円少なく計上されております。なお、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に影響はありません。 

―――――― 

  

（固定資産の減損に関する資産のグルーピングの方法） 

 従来、子会社１社につきましては、支店（営業所）を

基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性に基づいた

一定の地域等をグルーピングの単位としていましたが、

平成18年10月より支店をグルーピングの単位とすること

に変更しました。 

 この変更は、グループ管理体制の強化を契機に収益管

理をより厳格化するために、資産のグルーピング方法を

親会社と統一するように変更したものであります。 

 この変更により、従来の方法と比べ特別損失が117百万

円増加し、税金等調整前当期純利益は同額減少しており

ます。 

―――――― 

  

（中間と年度の会計処理の首尾一貫性の注記） 

なお、この会計方針の変更は、当該子会社が平成18年

10月１日から始まる連結会計年度においてグルーピング

方法を変更したため、当社グループの当中間連結会計期

間は従来の方法によっております。 

 従って、当中間連結会計期間の特別損失は115百万円増

加し、税金等調整前当期純利益は同額減少いたします。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 「１年内返済予定長期借入金」は、前連結会計年度末

は「短期借入金」に含めて表示しておりましたが、金額

的に重要性が増しているため当連結会計年度末より区分

掲記することにしました。 

 なお、前連結会計年度末の「１年内返済予定長期借入

金」の金額は6,033百万円であります。 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と

表示しております。 

 ────── 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」と表示しております。 

 また、「営業権償却額」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「のれん償却額」と表示してお

ります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

15,281百万円 17,819百万円 

※２ 非連結子会社等に対するものは次のとおりであり

ます。 

※２ 非連結子会社等に対するものは次のとおりであり

ます。 

投資有価証券（株式） 623百万円 

その他（出資金） 96 

投資有価証券（株式） 745百万円 

その他（出資金） 69 

※３ このうち投資有価証券15百万円を宅地建物取引業

法に基づき法務局に供託しております。 

※３ このうち有価証券15百万円及び投資その他の資産

その他（長期預け金）15百万円を宅地建物取引業

法に基づき法務局に供託しております。 

※４ 担保資産と対応債務 ※４ 担保資産と対応債務 

（担保資産） （担保資産） 

建物及び構築物 696百万円 

土地 6,476 

賃貸不動産 663 

計 7,836 

建物及び構築物 891百万円 

土地 7,385 

賃貸不動産 652 

計 8,929 

（対応債務） （対応債務） 

(注) 上記の担保に供している資産のほか、土地

173百万円については、購入先である協同

組合八戸総合卸センターが外部からの借入

金を返済するまでの間、既存の抵当権の設

定を解除することができません。 

短期借入金 850百万円 

１年内返済予定長期借入金 2,287 

長期借入金 2,244 

その他（未払金） 38 

その他（長期未払金） 288 

計 5,709 

(注) 上記の担保に供している資産のほか、土地

173百万円については、購入先である協同

組合八戸総合卸センターが外部からの借入

金を返済するまでの間、既存の抵当権の設

定を解除することができません。 

短期借入金 700百万円 

１年内返済予定長期借入金 2,886 

長期借入金 2,304 

その他（未払金） 38 

その他（長期未払金） 250 

計 6,180 

 



前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

 ５ 保証債務  ５ 保証債務 

仕入債務保証 ダイソー住宅資材㈱ 9百万円 

借入保証 ㈱エムジー建工 5 

〃 ㈱ハウス・デポ沼津 45 

〃 ㈱クラウン通商 72 

〃 ダイソー住宅資材㈱ 30 

〃 ㈱カワシン 506 

〃 ㈱ハウス・デポ仙台 158 

〃 
㈱タチカワコーポレ

ーション 
53 

〃 新いずみ建装㈱ 40 

〃 
㈱ハウス・デポ西東

京 
148 

〃 
ブルース・ジャパン

㈱ 
400

 

〃 ㈱ブル・エンジ 12 

〃 ケービーワイ建材㈱ 1 

〃 日東建材㈱ 5 

〃 ㈱ケイセイ建材 204 

〃 ㈱ハウスデポ向陽 66 

〃 ㈱不二屋建材店 95 

〃 
木更津木材港団地協

同組合 
197

 

〃 従業員 65 

小計   2,110 

合計   2,119 

仕入債務保証 ダイソー住宅資材㈱ 8百万円 

  〃 ㈱丸藤近藤商店 3  

小計   11 

借入保証 ㈱エムジー建工 5 

〃 ㈱ハウス・デポ沼津 35 

〃 ㈱クラウン通商 91 

〃 ダイソー住宅資材㈱ 23 

〃 ㈱カワシン 488 

〃 ㈱ハウス・デポ仙台 134 

〃 
㈱ハウス・デポ西東

京 
60 

〃 
ブルース・ジャパン

㈱ 
400

 

〃 ㈱ブル・エンジ 6 

〃 

上海銀得隆建材有限

公司 

96 

(JPY 82百万) 

(CNY  950千) 

〃 
大連銀得隆建材有限

公司 

74 

(CNY 4,900千) 

〃 

香港銀得隆建材有限

公司 

98 

(JPY 85百万) 

(US$   111千) 

〃 ケービーワイ建材㈱ 5 

〃 ㈱ケイセイ建材 282 

〃 ㈱ハウスデポ向陽 50 

〃 ㈱不二屋建材店 97 

〃 ㈱丸藤近藤商店 47 

〃 ㈱ハウスデポ・セキ 65 

〃 ㈱ハウス・デポ坂戸 8 

〃 ㈱ハウス・デポ国代 2 

〃 
㈱ハウスデポ八王子

資材  
10
 

〃 邦永建工㈲  8 

〃 加藤住宅資材㈱  0 

〃 
㈲ハウス・デポ・タ

テシナ  
30
 

〃 
木更津木材港団地協

同組合 
175

 

〃 
協同組合オホーツク

ウッドピア 
135

 

〃 従業員 55 

小計   2,487 

合計   2,498 

 



前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※６ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日改正）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額の

うち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として資本の部に計上しておりま

す。 

※６ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日改正）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額の

うち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しており

ます。 

再評価の方法 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令119号）第２条第５号に定める不

動産鑑定評価額並びに、第２条第４号に定める

路線価及び路線価のない土地は第２条第３号に

定める固定資産税評価額に基づいて、奥行価格

補正等の合理的な調整を行って算出しておりま

す。 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令119号）第２条第５号に定める不

動産鑑定評価額並びに、第２条第４号に定める

路線価及び路線価のない土地は第２条第３号に

定める固定資産税評価額に基づいて、奥行価格

補正等の合理的な調整を行って算出しておりま

す。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△4,118百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△3,945百万円

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式27,692,112株

であります。 

           ―――――― 

※８ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式20,339

株であります。  

           ―――――― 

 ９ 受取手形割引高           42百万円  ９ 偶発債務            

受取手形裏書高 403百万円

受取手形割引高 204  

―――――― ※10 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 

受取手形 6,055百万円

支払手形  3,320  

―――――― 

  

 11 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。これら契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額 
5,000百万円

借入実行残高 3,800  

差引額 1,200  

―――――― 

  

※12 のれん及び負ののれんの表示  

のれん及び負ののれんの表示は、相殺表示してお

ります。相殺前の金額は次のとおりであります。  

のれん  566百万円

負ののれん 214  

差引額 352  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。 

※１ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。 

１．運賃 2,336百万円 

２．販売促進費 399 

３．従業員給料及び賞与 6,249 

４．賞与引当金繰入額 556 

５．減価償却費 571 

６．貸倒引当金繰入額 29 

７．退職給付費用 474 

８．役員退職慰労引当金繰入額 42 

９．賃借料 508 

10．その他 5,392 

合計 16,561 

１．運賃 2,886百万円 

２．法定福利費 1,187 

３．従業員給料及び賞与 6,706 

４．賞与引当金繰入額 1,253 

５．役員賞与引当金繰入額 51 

６．減価償却費 588 

７．貸倒引当金繰入額 588 

８．退職給付費用 350 

９．役員退職慰労引当金繰入額 41 

10．賃借料 590 

11．その他 5,475 

合計 19,719 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 6百万円 

土地 0  

賃貸不動産 27  

合計 34 

建物及び構築物 3百万円 

機械装置及び運搬具 4  

その他（器具及び備品） 0  

土地 784  

賃貸不動産 110  

合計 903 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 1百万円 

賃貸不動産 1 

合計 3 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具  2  

土地  18  

賃貸不動産 0 

合計 21 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 61百万円 

機械装置及び運搬具 2 

その他（器具及び備品） 0 

賃貸不動産 0 

合計 64 

建物及び構築物 39百万円 

機械装置及び運搬具 18 

その他（器具及び備品） 1 

合計 58 

※５ 会員権評価損には、貸倒引当金繰入額８百万円を

含めて表示しております。 

※５ 会員権評価損には、貸倒引当金繰入額４百万円を

含めて表示しております。 

 



前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

※６ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、

賃貸用資産及び遊休資産に分類し、事業用資産につ

きましては独立した最小の会計単位である営業所を

グルーピングの単位とし、賃貸用資産及び遊休資産

につきましては各物件をグルーピングの単位として

おります。なお、連結子会社１社につきましては、

支店（営業所）を基礎とし、キャッシュ・フローの

相互補完性に基づいた一定の地域等をグルーピング

の単位としております。 

 当連結会計年度において営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである資産グループ及び時価が

著しく下落している資産グループにつきまして、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失169百万円として特別損失に計上しておりま

す。 

 その内訳は、建物14百万円、土地82百万円、賃貸

不動産71百万円及びその他１百万円であります。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、路線価による相

続税評価額及び固定資産税評価額に基づき算定して

おります。 

場所 用途 種類 

千葉県八街市 賃貸用資産 建物及び土地等

福島県郡山市他 遊休資産 土地等 

※６ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、

賃貸用資産及び遊休資産に分類し、事業用資産につ

きましては独立した最小の会計単位である営業所を

グルーピングの単位とし、賃貸用資産及び遊休資産

につきましては各物件をグルーピングの単位として

おります。 

 当連結会計年度において営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである資産グループ及び時価が

著しく下落している資産グループにつきまして、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失323百万円として特別損失に計上しておりま

す。 

 その内訳は、建物13百万円、土地289百万円、賃

貸不動産22百万円及びその他０百万円であります。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、路線価による相

続税評価額及び固定資産税評価額に基づき算定して

おります。 

場所 用途 種類 

愛媛県東温市 事業用資産 建物及び土地 

栃木県宇都宮市 事業用資産  建物及び土地等

栃木県宇都宮市他 遊休資産 土地等 

―――――― ※７ 前期損益修正損の内容は次のとおりであります。 

過年度売上高等修正額 50百万円 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１. 普通株式の発行済株式数の増加600,000株は、平成19年3月1日付の三井物産林業株式会社（現 物林

株式会社）との株式交換によるものであります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の増加2,027株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少156株

は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次へ 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 27,692,112 600,000 － 28,292,112 

合計 27,692,112 600,000 － 28,292,112 

自己株式        

普通株式（注）２ 20,339 2,027 156 22,210 

合計 20,339 2,027 156 22,210 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 138 5.00 平成18年3月31日 平成18年6月29日 

平成18年11月13日 

取締役会 
普通株式 138 5.00 平成18年9月30日 平成18年12月8日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 

定時株主総会(予

定) 

普通株式 141 利益剰余金  5.00 平成19年3月31日 平成19年6月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 11,918百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
△168 

現金及び現金同等物 11,749 

現金及び預金勘定 16,660百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
△223 

現金及び現金同等物 16,436 

  

────── 

  

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

  株式取得により新たに株式会社ティーエヌエスを

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得のため

の支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。 

  流動資産 56百万円 

固定資産 1  

のれん相当額 13 

資産合計 71 

流動負債 △65 

固定負債 △3 

負債合計 △69 

同社株式の取得価額 1 

同社現金及び現金同等物 △11 

差引：同社取得に伴う収入 10 

  

────── 

  

※３．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

  株式取得により新たに株式会社ミトモクを連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに同社株式の取得価額と同社取得のための支出

（純額）との関係は次のとおりであります。 

  流動資産 1,305百万円 

固定資産 593  

資産合計 1,898 

流動負債 △1,331 

固定負債 △217 

のれん相当額 △271 

負債合計 △1,820 

同社株式の取得価額 78 

同社現金及び現金同等物 △319 

差引：同社取得に伴う収入 241 

 



前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

※４．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

※４．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式取得により新たに東海ダイケン株式会社を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに同社株式の取得価額と同社取得のための

支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

株式取得により新たに株式会社プレックコンポー

ネントを連結したことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに同社株式の取得価額と同社取

得のための支出（純額）との関係は次のとおりで

あります。 

流動資産 206百万円 

固定資産 136 

連結調整勘定相当額 4 

資産合計 347 

流動負債 △312 

負債合計 △312 

同社株式の取得価額 34 

同社現金及び現金同等物 △10 

差引：同社取得に伴う支出 24 

流動資産 241百万円 

固定資産 267 

のれん相当額 88 

資産合計 597 

流動負債 △106 

固定負債 △459 

負債合計 △566 

同社株式の取得価額 31 

同社現金及び現金同等物 △27 

差引：同社取得に伴う支出 3 

※５．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

※５．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式取得により新たに山陰ダイケン株式会社を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに同社株式の取得価額と同社取得のための

支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

株式取得により新たに株式会社アースホームビル

ドを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得の

ための支出（純額）との関係は次のとおりであり

ます。 

流動資産 145百万円 

固定資産 239  

連結調整勘定相当額 15 

資産合計 400 

流動負債 △332 

固定負債 △19 

負債合計 △351 

同社株式の取得価額 48 

同社現金及び現金同等物 △15 

差引：同社取得に伴う支出 33 

流動資産 49百万円 

のれん相当額 2 

資産合計 52 

流動負債 △4 

固定負債 △3 

負債合計 △7 

同社株式の取得価額 45 

同社現金及び現金同等物 △42 

差引：同社取得に伴う支出 2 

 



前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

※６．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

────── 

株式取得により新たに秋田グルーラム株式会社を

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得のため

の支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。 

 

流動資産 325百万円 

固定資産 403  

連結調整勘定相当額 246 

資産合計 975 

流動負債 △255 

固定負債 △627 

負債合計 △883 

同社株式の取得価額 92 

同社現金及び現金同等物 △35 

差引：同社取得に伴う支出 56 

 

────── ※７．株式交換により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

  株式交換により新たに物林株式会社及び物林株式

会社の子会社である北海道プレカットセンター株

式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに同社取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであります。 

  流動資産 11,311百万円 

固定資産 1,136  

流動負債 △10,762 

固定負債 △1,204 

のれん相当額 △14 

小計 465 

物林株式会社：株式の取得価格 465 

差引 － 

同社現金及び現金同等物 497 

差引：同社取得に伴う収入 497 

──────  ８．重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度において、物林株式会社を株式交

換により子会社化しております。これにより、資

本剰余金が465百万円増加しております。  



（リース取引関係） 

次へ 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

有形固定資産
機械装置及び
運搬具 

100 39 60

有形固定資産
その他 

131 47 84

無形固定資産 
その他 

217 133 84

合計 449 220 229

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

有形固定資産
機械装置及び
運搬具 

333 175 158

有形固定資産
その他 

214 113 100

無形固定資産
その他 

382 221 161

合計 930 509 420

（注） 取得価額相当額は未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め支払利子込み法により算定しております。 

（注） 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 88百万円 

１年超 140 

合計 229 

１年内 154百万円 

１年超 266 

合計 420 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

（注） 

 同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 125百万円 

減価償却費相当額 125 

支払リース料 173百万円 

減価償却費相当額 173 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失はありません。  

（減損損失について）  

同左  



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式の減損処理はありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸

借対照表計上

額を超えるも

の 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

時価が連結貸

借対照表計上

額を超えない

もの 

(1）国債・地方債等 124 124 △0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 124 124 △0 

合計 124 124 △0 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 1,251 2,996 1,745 

(2）債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 165 168 2 

(3）その他 3 8 4 

小計 1,421 3,173 1,752 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 671 661 △9 

(2）債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 862 843 △18 

小計 1,533 1,504 △28 

合計 2,954 4,678 1,724 



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

売却額（百万円） 売却益の合計（百万円） 売却損の合計（百万円） 

11,269 436 － 

  
連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

①非上場外国債券 － 

②国債・地方債等 － 

③社債 2 

(2）その他有価証券  

①非上場株式 292 

②投資信託 10 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
（百万円） 

(1）債券        

①国債・地方債等 109 14 － － 

②社債 － 2 － － 

③その他 － － － － 

(2）その他        

①投資信託 － 10 － － 

合計 109 26 － － 



当連結会計年度（平成19年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式の減損処理はありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸

借対照表計上

額を超えるも

の 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

時価が連結貸

借対照表計上

額を超えない

もの 

(1）国債・地方債等 14 14 △0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 14 14 △0 

合計 14 14 △0 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 1,517 2,904 1,386 

(2）債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 168 182 14 

(3）その他 － － － 

小計 1,685 3,086 1,401 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 686 528 △157 

(2）債券      

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 554 443 △110 

(3）その他 － － － 

小計 1,240 972 △268 

合計 2,926 4,059 1,133 



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

次へ 

売却額（百万円） 売却益の合計（百万円） 売却損の合計（百万円） 

3,789 144 0 

  
連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

①非上場外国債券 － 

②国債・地方債等 109 

③社債 2 

(2）その他有価証券  

①非上場株式 43 

②投資信託 － 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
（百万円） 

(1）債券        

①国債・地方債等 124 － － － 

②社債 － 2 － － 

③その他 － － － － 

(2）その他        

①投資信託 － － － － 

合計 124 2 － － 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

当社及び一部の連結子会社は、通貨関連では為替

予約取引等、金利関連では金利スワップ取引、債券

関連では期限前償還条項付債券の購入取引を利用し

ております。 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

当社及び一部の連結子会社は、通貨関連では為替

予約取引等、金利関連では金利スワップ取引、債券

関連では他社株転換条項付債券の購入取引を利用し

ております。 

(2）取引に対する取組方針 

当社及び一部の連結子会社は、通常の外貨建営業

取引に係る輸入実績等を踏まえ、必要な範囲で通貨

関連のデリバティブ取引を利用する他、金利スワッ

プ取引及び期限前償還条項付債券の購入取引は、金

利・株式相場の変動によるリスク回避を目的として

おり、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

当社及び一部の連結子会社は、通常の外貨建営業

取引に係る輸入実績等を踏まえ、必要な範囲で通貨

関連のデリバティブ取引を利用する他、金利スワッ

プ取引及び他社株転換条項付債券の購入取引は、金

利・株式相場の変動によるリスク回避を目的として

おり、投機的な取引は行わない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

当社及び一部の連結子会社のデリバティブ取引

は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の変動リスク

を回避し、安定的な利益の確保を図る目的で、金利

関連では借入金利等の将来の金利市場における利率

上昇による変動リスクを回避する目的で、債券関連

では資金運用の一環として利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

(3）取引の利用目的 

当社及び一部の連結子会社のデリバティブ取引

は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の変動リスク

を回避し、安定的な利益の確保を図る目的で、金利

関連では借入金利等の将来の金利市場における利率

上昇による変動リスクを回避する目的で、債券関連

のデリバティブ取引は、資金運用の一環として利用

しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

 ただし、一部の連結子会社が行っている債券関連

のデリバティブ取引はヘッジ会計を行っておりませ

ん。 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、金利スワップについては特例処理の要件

を満たしている場合は、特例処理を採用してお

ります。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………為替予約、金利スワップ 

ヘッジ対象………外貨建取引、借入金 

ヘッジ方針 

為替・金利に係る相場変動リスクを回避する目

的で、実需の範囲内で対象取引のヘッジを行っ

ております。 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、金利スワップについては特例処理の要件

を満たしている場合は、特例処理を採用してお

ります。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………為替予約、金利スワップ 

ヘッジ対象………外貨建取引、借入金 

ヘッジ方針 

為替・金利に係る相場変動リスクを回避する目

的で、実需の範囲内で対象取引のヘッジを行っ

ております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

為替予約取引等は為替相場の変動によるリスク

を、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリス

クを、期限前償還条項付債券の購入取引は株式相場

の変動によるリスクを有しております。 

なお、当社及び一部の連結子会社のデリバティブ

取引の契約先はいずれも信用度の高い国内外の金融

機関であるため、相手方の契約不履行によるリスク

はほとんどないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

為替予約取引等は為替相場の変動によるリスク

を、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリス

クを、他社株転換条項付債券の購入取引は株式相場

の変動によるリスクを有しております。 

なお、当社及び一部の連結子会社のデリバティブ

取引の契約先はいずれも信用度の高い国内外の金融

機関であるため、相手方の契約不履行によるリスク

はほとんどないと認識しております。 

 



前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

(5）取引に係るリスク管理体制 

当社のリスク管理体制については、毎月、取締役

会において、デリバティブ取引の運用状況の報告が

行われ、取引の実行及び管理は業務管理本部長の指

示により財務経理部が行っております。 

 また、一部の連結子会社のリスク管理体制につい

ては、担当部門にて、社内規定に基づいた決裁を得

て行われております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等

は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な

契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額

自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すも

のではありません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同左 

２．取引の時価等に関する事項 

当社グループのデリバティブ取引においてヘッジ会

計が適用されているものを除き、該当事項はありませ

ん。 

２．取引の時価等に関する事項 

当社グループのデリバティブ取引においてヘッジ会

計が適用されているものを除き、該当事項はありませ

ん。 

 なお、一部の連結子会社が行っている債券関連のデ

リバティブ取引は、債券に付随するオプション契約が

債券に係る契約と区分されていないため、取引の時価

等が算定できず、時価等の記載は行っておりません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職給付制度として厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を設けておりま

す。また、連結子会社は確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び適格退職年金制度を設けております。 

当社は、合併前の各社適格退職年金制度と退職一時金制度の両制度を併存運営しておりましたが、確定拠出年

金法の施行に伴い、平成18年４月１日に適格退職年金制度について確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度

へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しておりま

す。 

本移行に伴う影響額は、特別利益として155百万円計上されております。 

また、連結子会社のうち３社が適格退職年金制度を採用しており、６社が中小企業退職金共済制度に加入して

おります。 

なお、当社及び連結子会社のうち６社は、東京都合板厚生年金基金に加盟しておりますが、当該厚生年金基金

制度は退職給付会計に関する実務指針（中間報告）（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号 平成11年

９月14日）33項の例外処理を行う制度であります。同年金資産残金のうち標準報酬比に基づく当社及び一部の連

結子会社の連結会計年度末の年金資産残高は5,659百万円であります。 

２．退職給付債務に関する事項 

（注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

２．当社は、当連結会計年度より適格退職年金制度から確定拠出年金制度へ一部移行しました。それ

に伴う影響額は次のとおりであります。 

  また、確定拠出年金制度への資産移管額は1,683百万円であり、４年間で移管する予定でありま

す。なお、当連結会計年度末時点の未移管額は、未払金（流動負債の「その他」）に399百万円、長

期未払金（固定負債の「その他」）に799百万円、それぞれ計上しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度

(平成19年３月31日) 

退職給付債務 △5,184 百万円   △4,799 百万円 

年金資産 1,491    2,023 

未積立退職給付債務 △3,692    △2,776 

未認識数理計算上の差異 39    △26 

未認識過去勤務債務 －    71 

退職給付引当金 △3,652    △2,731 

退職給付債務の減少 1,855百万円 

未認識数理計算上の差異 △15  

退職給付引当金の減少 1,839  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

勤務費用 266 百万円   190 百万円 

利息費用 92    57 

期待運用収益 △6    △6 

会計基準変更時差異の費用処理額 7    － 

数理計算上の差異の費用処理額 85    8 

過去勤務債務の費用処理額 48    17 

確定拠出年金への掛金支払額 －    94 

退職給付費用 494    362 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法   同左 

割引率 2.0％   2.0％ 

期待運用収益率 0.5％   0.5％ 

数理計算上の差異の処理年数 5年   5年 

過去勤務債務の処理年数 5年   5年 

会計基準変更時差異の処理年数 5年   －  



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因の内訳
繰延税金資産    
貸倒引当金損金算入限度超過額 298百万円 

繰越欠損金 63 

従業員退職給与引当金損金算入
限度超過額 

420 

会員権評価損否認額 105 

退職給付引当金否認額 1,048 

賞与引当金否認額 253 

役員退職慰労引当金否認額 158 

事業構造改善費用否認額 28 

減損損失否認額 68 

連結未実現損益調整 80 

未払事業税否認額 104 

投資有価証券評価損 110 

営業権償却額調整 57 

その他 60 

繰延税金資産小計 2,859 

評価性引当額 △411 

繰延税金資産合計 2,448 

繰延税金負債    
固定資産圧縮積立金 △540 

その他有価証券評価差額金 △696 

合併受入評価差額金（土地・
借地権評価益否認額） 

△577 

連結貸倒引当金調整 △162 

繰延税金負債合計 △1,977 

繰延税金資産の純額 470 

再評価に係る繰延税金負債    
土地再評価差額金 2,432 

繰延税金資産    
貸倒引当金損金算入限度超過額 822百万円 

繰越欠損金 249 

従業員退職給与引当金損金算入
限度超過額 

420 

会員権評価損否認額 98 

退職給付引当金否認額 1,050 

賞与引当金否認額 297 

役員退職慰労引当金否認額 197 

役員賞与引当金否認額 20 

事業構造改善費用否認額 23 

減損損失否認額 159 

連結未実現損益調整 146 

未払事業税否認額 134 

投資有価証券評価損 187 

未払金否認額 175 

その他  117 

繰延税金資産小計 4,102 

評価性引当額 △978 

繰延税金資産合計 3,123 

繰延税金負債    
固定資産圧縮積立金 △633 

その他有価証券評価差額金 △503 

合併受入評価差額金（土地・
借地権評価益否認額） 

△574 

連結納税に伴う固定資産時価
評価益 

△141 

連結貸倒引当金調整 △238 

その他 △5 

繰延税金負債合計 △2,096 

繰延税金資産の純額 1,027 

再評価に係る繰延税金負債    
土地再評価差額金 2,373 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。 
流動資産－繰延税金資産 433百万円 

固定資産－繰延税金資産 146 

流動負債－繰延税金負債 △0 

固定負債－繰延税金負債 △109 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。 
流動資産－繰延税金資産 633百万円 

固定資産－繰延税金資産 1,050 

流動負債－繰延税金負債 △36 

固定負債－繰延税金負債 △620 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％
（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

6.8％

住民税均等割額 2.7％
評価性引当額 7.8％
固定資産等未実現損益 0.8％
持分法投資損益 3.7％
その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.8％

法定実効税率 40.4％
（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

15.2％

住民税均等割額 3.1％
評価性引当額 12.6％
固定資産等未実現損益 0.0％
持分法投資損益 3.8％
のれん償却額 3.6％
その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 79.0％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

（注）１．事業区分の方法 

当連結グループの事業区分は、建築資材を商社及びメーカー等から仕入販売している卸売販売事業と合板

を製造販売、木材を加工販売している事業及びその他の事業に区分しております。 

  前連結会計年度における「合板製造販売事業」は、木材加工販売事業への進出に伴い、実態を適正に反映

させるため、当連結会計年度より「合板製造・木材加工事業」に事業名称を変更いたしました。 

  

総合建材卸

売事業 

（百万円） 

合板製造・

木材加工事

業 

（百万円） 

その他の事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

           

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 257,395 7,032 972 265,400 － 265,400 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 1,140 1,718 578 3,437 (3,437) － 

計 258,536 8,751 1,550 268,838 (3,437) 265,400 

営業費用 254,667 8,934 1,511 265,112 (3,508) 261,604 

営業利益又は営業損失（△） 3,868 △182 39 3,725 70 3,796 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び資本的

支出 
           

資産 133,655 10,423 3,422 147,501 (2) 147,499 

減価償却費 541 473 38 1,053 － 1,053 

減損損失 169 － － 169 － 169 

資本的支出 2,099 1,125 162 3,387 － 3,387 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

           

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 280,238 7,694 1,464 289,396 － 289,396 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 1,497 3,490 2,440 7,427 (7,427) － 

計 281,735 11,184 3,904 296,824 (7,427) 289,396 

営業費用 277,586 11,563 4,258 293,408 (7,428) 285,979 

営業利益又は営業損失（△） 4,149 △378 △354 3,416 0 3,416 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び資本的

支出 
           

資産 128,247 12,425 37,256 177,929 6,307 184,237 

減価償却費 498 681 284 1,464 (0) 1,464 

減損損失 256 － 67 323 － 323 

資本的支出 1,713 1,025 2,472 5,211 － 5,211 



２．各事業区分の主要商品及び製品 

  

３．事業区分の変更 

平成18年10月１日付で実施した会社分割による純粋持株会社への移行に伴い、事業の実態をより適正に反

映させるため、当社のセグメントを従来の「総合建材卸売事業」から不動産賃貸業が属する「その他の事

業」及び「消去又は全社」へ変更いたしました。 

この変更に伴い、当連結会計年度より、「総合建材卸売事業」に含めておりました分割の対象としなかっ

た当社の資産について、不動産賃貸業に係る資産を「その他の事業」、それ以外の資産につきましては「消

去又は全社」区分の全社資産に含めております。これにより、従来の方法によった場合に比べて、「その他

の事業」の資産が34,078百万円、「消去又は全社」の資産が6,307百万円増加し、「総合建材卸売事業」の

資産が40,386百万円減少しております。 

また、「その他の事業」から「総合建材卸売事業」へ資産の賃貸を行うこととなったため、「その他の事

業」に係るセグメント間の内部売上高又は振替高、及び「総合建材卸売事業」に係る営業費用が554百万円

増加し、「その他の事業」の営業費用が403百万円増加し「総合建材卸売事業」の営業費用が同額減少して

おります。 

４．会計処理の方法の変更 

純粋持株会社への移行に伴い、当連結会計年度より、不動産賃貸業を事業目的の一つと位置付けたことか

ら、従来、営業外収益及び営業外費用として計上しておりました当社の不動産賃貸業に係る収入及び費用を

「その他の事業」の売上高及び営業費用に含めております。これにより、従来の方法によった場合に比べ

て、「その他の事業」の売上高は125百万円、営業費用は40百万円、営業利益は85百万円増加しておりま

す。 

５．会計方針の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(4） ③に記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「総合建材卸売事業」の営業費用が18百万円、「消去又は全

社」の営業費用が35百万円増加し、「総合建材卸売事業」及び「消去又は全社」の営業利益がそれぞれ同額

減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はないため該当

事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

事業区分 売上区分 主要商品及び製品

総合建材卸売事業 

合板 ラワン合板、針葉樹合板、雑木合板等 

合板二次製品 木質内装材、化粧合板、床材、天井材、外装材等木質系建材 

建材 
石膏ボード、パーチクルボード、ハードボード、サイディング、断熱材、

床材、壁面材、天井材等非木質系建材 

住宅機器 
玄関ドア、下駄箱、階段、収納セット、家具、キッチン、洗面化粧台、浴

槽、トイレ用品、窓周り商品、照明器具、家電製品等 

その他 建築工事請負、土地付住宅の建売分譲 

合板製造・木材加

工事業 
合板等 

ラワン合板、針葉樹合板、構造用ＬＶＬ（単板積層材）、大断面構造用集

成材、２×４パネル 

その他の事業 その他 
フランチャイズ事業、不動産賃貸業、総合建材小売事業、倉庫及び運送

業、建設工事業、旅行業 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．㈱センリ保険事務所の保険料支払については、実勢価格に基づいて一般的取引条件と同様に決定しており

ます。 

２．上記の取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

役員及び個人主要株主等  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．ＪＫインシュアランス㈱の保険料支払については、実勢価格に基づいて一般的取引条件と同様に決定して

おります。なお、ＪＫインシュアランス㈱は、平成19年２月１日付で㈱センリ保険事務所より商号を変更

し、平成19年４月１日付で当社の子会社となっております。 

２．上記の取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容
取引の内
容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等 

㈱センリ

保険事務

所 

東京都墨

田区 
10 保険代理業 － － 

役務提

供 

保険料支

払 

（注１） 

79 前払費用 5

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容
取引の内
容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等 

ＪＫイン

シュアラ

ンス㈱

（注１） 

東京都墨

田区 
10 保険代理業 － － 

役務提

供 

保険料支

払 

（注１） 

120 前払費用 2



（企業結合等関係） 

      当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

Ⅰ 株式交換による物林株式会社の完全子会社化について 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称及び取得した議決権比率  

(1）被取得企業の名称及び事業の内容 

物林株式会社     木材・建材の販売及び環境・緑化（景観）事業 

(2）企業結合を行った主な理由 

物林株式会社の木材及び木材製品並びに環境・緑化事業と当社傘下グループ企業の木材関連事業との連携を図

り、相乗効果を発揮することでより強固な事業基盤の構築を図ります。 

(3）企業結合日 

平成19年３月１日 

(4）企業結合の法的形式 

株式交換  

(5）結合後企業の名称 

ＪＫホールディングス株式会社 

(6）取得した議決権比率  

100.0％  

  

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

期末日をみなし取得日としているため、業績は含まれておりません。  

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳  

取得の対価  

  

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1）株式の種類及び交換比率  

 普通株式  ＪＫホールディングス株式会社 １：物林株式会社 ２.４ 

(2）交換比率の算定方法  

 第三者機関の算定結果を参考に両社協議の上、算定しております。 

(3）交付株式数及びその評価額 

 600,000株  776円60銭  

  

５．発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間  

(1）負ののれんの金額     ３百万円 

(2）発生原因 

 企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識しております。 

(3）償却方法及び償却期間 

 ５年間の定額法により償却を行っております。 

  

ＪＫホールディングス株式会社の株式   465百万円 

取得原価    465 



６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1）資産の額 

(2）負債の額 

  

７．企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針 

該当事項はありません。 

  

８．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

該当事項はありません。 

  

９．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額  

売上高及び損益情報 

  

（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

①企業結合が当連結会計年度開始の日に完了し、当連結会計年度開始の日から株式交換により物林株式会社を完全

子会社化したと仮定した、売上高及び損益情報を算定しております。 

②負ののれんについては当連結会計年度開始の日から５年間で均等償却したと仮定しております。 

③連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については、監査証明を受けておりません。 

流動資産 11,251百万円 

固定資産 1,081 

資産計 12,332 

流動負債 10,658百万円 

固定負債 1,204 

負債計 11,863 

売上高 28,372百万円 

営業利益 110 

経常利益 51 

税金等調整前当期純利益  106 

当期純利益  385 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額   721円80銭 

１株当たり当期純利益金額   42円19銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
  38円22銭 

１株当たり純資産額 731円02銭 

１株当たり当期純利益金額 29円43銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
26円29銭 

  （追加情報） 

 「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31日付で

改正されたことに伴い、当連結会計年度から繰延ヘッジ損

益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る当連結会計年

度末の純資産額に含めております。 

 なお、前連結会計年度末において採用していた方法によ

り算定した当連結会計年度末の１株当たり純資産額は730

円77銭であります。 

 
前連結会計年度末

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度末

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 21,296 

純資産の部の合計金額から控除する金額（百万円） － 630 

（うち少数株主持分） (－） (630) 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 20,665 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式

の数（株） 

－ 28,269,902 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,212 815 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 45 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (45) (－）  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,167 815 

期中平均株式数（株） 27,672,595 27,721,943 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 2,873,563 3,311,258 

（うち新株予約権） (2,873,563) (3,311,258) 

希簿化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１．当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成18年４

月１日付で退職金規程の改訂を行い、適格退職年金制

度について確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用してお

ります。 

 本移行に伴う翌連結会計年度の損益に与える影響額

は、155百万円（特別利益）の見込みであります。 

該当事項はありません。 

２．会社分割による純粋持株会社への移行 

当社グループは、総合建材卸売事業、合板製造販売

事業、その他の事業という３つのセグメントの事業を

展開しておりますが、各事業の管理や評価をより客観

的に行うことにより、事業展開の判断の迅速化を図る

とともに、経営の透明性を一段と高め、グループ全体

の事業拡大と発展を期すことを目的として、当社が営

む営業の全てを、当社の完全子会社であるＪＫＣ株式

会社（分割準備会社）に移転し、当社は純粋持株会社

に移行することを平成18年４月21日開催の取締役会で

決議し、分割契約書の締結を行い、平成18年６月29日

開催の第60期定時株主総会において承認可決されまし

た。 

 新体制下におきましては、純粋持株会社となる当社

がグループの経営管理機能を一段と強化し、セグメン

ト毎の事業推進力を向上させるとともに、それぞれの

セグメントが連携して高い総合力を発揮できる企業グ

ループを形成し、株主価値の更なる向上を目指したグ

ループ経営を推進してまいります。 

 なお、会社分割に関する事項の概要は以下のとおり

であります。 

(1）分割の日程 

(2）分割方式 

当社を分割会社とし、当社の完全子会社である

ＪＫＣ株式会社を承継会社とする分社型（物的）

吸収分割であります。 

(3）株式の割当 

承継会社であるＪＫＣ株式会社は当社の完全子

会社であり、かつ、本件分割は分社型（物的）吸

収分割であることから、分割前後で当社の同社に

対する持分比率は変化しませんので、本件分割に

際し、当社に対する新株の割当は行いません。 

平成18年４月21日  
分割契約書承認取締役会
及び分割契約書の締結 

平成18年６月29日  分割契約書承認株主総会

平成18年10月１日  分割期日 

平成18年10月２日  分割登記 

 

 



前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

(4）分割により減少する資本等の額、株式の消却、分

割交付金 

該当事項はありません。 

(5）承継会社が承継する権利義務の内容 

承継会社は、当社の営業にかかわる資産・負債及

び各種契約などの権利義務を承継いたします。ただ

し、分割契約書において別段の定めのあるものは除

きます。 

 なお、債務の承継については、併存的債務引受の

方法によるものといたします。 

（参考） 

譲渡資産、負債の項目及び金額（平成18年３月31

日現在） 

なお、分割する資産、負債については、上記金額

に分割期日までの増減を加除した上で確定いたしま

す。 

資産合計 83,165百万円  

負債合計 79,209  

 

(6）承継会社の概要 

（※）平成18年10月１日付で「ジャパン建材株式会

社」に商号変更予定であります。なお、当社

（現在のジャパン建材株式会社）は、同日付で

「ＪＫホールディングス株式会社」に商号変更

予定であります。 

商号  ＪＫＣ株式会社（※） 

本社所在地  東京都江東区平野三丁目２番６号 

代表者  代表取締役社長 野島 新人 

資本金  50百万円 

主要事業内容  建築資材の製造及び販売、住宅設

備機器の販売、土木建築工事、室

内装飾工事、建築仕上工事、建築

物の設計及び監理、土木用資材の

販売、不動産の販売、交換、賃貸

借及び管理、宅地建物取引業等 

 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）１．（ ）内で内数表示した金額は、１年以内に償還されるものであるため連結貸借対照表において「１年内償

還予定社債」として、流動負債に計上しております。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限

ＪＫホールディングス

株式会社 

第13回 

無担保社債 

平成14年 

９月30日 

150 

(100) 

50 

(50) 
1.26 無担保 

平成19年 

９月30日 

ＪＫホールディングス

株式会社 

第14回 

無担保（㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行保証付）社債 

平成15年 

６月26日 

250 

(100) 

150 

(100) 
0.27 無担保 

平成20年 

６月26日 

ＪＫホールディングス

株式会社 

第15回 

無担保（商工組合中央

金庫保証付）社債 

（満期一括償還運転資

金充当） 

平成15年 

９月22日 

1,000 

(1,000) 
－ 0.57 無担保 

平成18年 

9月22日 

ＪＫホールディングス

株式会社 

第16回 

無担保（商工組合中央

金庫保証付）社債 

（満期一括償還運転資

金充当） 

平成16年 

３月22日 

500 

(500) 
－ 0.55 無担保 

平成19年 

３月22日 

ＪＫホールディングス

株式会社 

第17回 

無担保（農林中央金庫

保証付）社債 

  

平成16年 

６月30日 

560 

(160) 

400 

(160) 
0.86 無担保 

平成21年 

６月30日 

ＪＫホールディングス

株式会社 

2008年９月30日満期ゼ

ロクーポン円貨建転換

社債型新株予約権付社

債（注）２ 

平成16年 

６月25日 
2,500 2,500 － 無担保 

平成20年 

９月30日 

株式会社キーテック 

第７回 

無担保（㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行保証付）社債 

（満期一括償還運転資

金充当） 

平成16年 

12月27日 
100 100 0.91 無担保 

平成21年 

12月25日 

合計 － － 
5,060 

(1,860) 

3,200 

(310) 
－ － － 



２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

(1）本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

①各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と同額とする。 

②転換価額 

本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株当たりの額（以下、「転換価額」という。）は、当初

870円とする。なお、下記④の転換価額の下方修正の適用により、平成17年10月３日付で転換価額を755円に

修正している。 

③転換価額の調整 

転換価額は、本新株予約権付社債発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当

社普通株式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行

株式数」は、当社の発行済普通株式総数（但し、普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合その

他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

④転換価額の下方修正 

2005年９月16日及び2006年９月15日（日本時間。以下、それぞれ「決定日」という。）まで（当日を含

む。）の各５連続取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の１円

未満の端数を切り上げた金額が、各決定日において有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換価額

は、2005年10月３日及び2006年10月２日（日本時間。以下、それぞれ「効力発生日」という。）以降、それ

ぞれ上記の方法で計算された終値の平均値と同額（但し、計算の結果、最初の決定日現在の転換価額の70％

未満となる場合、転換価額は最初の決定日現在の転換価額の70％に当たる金額で１円未満を切り上げた金額

とする。）に下方修正される。但し、各決定日（当日を除く。）から関連する各効力発生日（当日を含

む。）までの期間に、上記③に従い転換価額が調整された場合は、上記修正転換価額は更に調整される。 

(2）新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還に

代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとする。また、新株予約

権が行使されたときには、当該請求があったものとみなす。 

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

銘柄 
2008年９月30日満期ゼロクーポン円貨建転換

社債型新株予約権付社債 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） 無償 

株式の発行価格（円） 755 

発行価額の総額（百万円） 2,500 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額

（百万円） 
－ 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間（スイス時間） 2004年７月９日～2008年９月16日 

        

既発行株式数 ＋

新発行・ 

処分株式数
×

１株当たりの 

発行・処分価額 

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

時  価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

310 2,710 180 － － 



【借入金等明細表】 

 （注） １．平均利率については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
(％) 

返済期限

短期借入金 9,264 17,710 1.2 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 5,613 6,852 1.8 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 12,579 16,609 1.8 
平成20年～ 

平成28年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 27,457 41,172 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金 5,846 5,026 3,217 1,757 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     9,201     2,754   

２．受取手形 ※１   38,189     －   

３．売掛金 ※１   31,460     －   

４．有価証券 ※２   109     124   

５．商品     3,620     －   

６．販売用不動産     38     －   

７．未成工事支出金     1,943     －   

８．前払費用     88     95   

９．繰延税金資産     348     54  

10．未収入金     818     1,264  

11．関係会社貸付金     －     7,391  

12．その他     649     336  

貸倒引当金     △464     △1  

流動資産合計     86,005 66.1   12,020 19.9 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※３ 9,279     11,115    

減価償却累計額   4,869 4,409   5,709 5,406  

(2）構築物   963     1,101    

減価償却累計額   633 329   757 343  

(3）船舶   13     13    

減価償却累計額   10 3   12 0  

(4）車両運搬具   797     842    

減価償却累計額   586 211   605 237  

(5）器具及び備品   387     432    

減価償却累計額   221 165   253 178  

(6）土地 ※3,7   21,919     25,852  

(7）建設仮勘定     52     1,624  

有形固定資産合計     27,091 20.8   33,644 55.8 

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産              

(1）営業権     185     －  

(2）借地権     342     343  

(3）ソフトウェア     10     9  

(4）施設利用権     66     66  

無形固定資産合計     605 0.5   418 0.7 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※２   3,458     3,058  

(2）関係会社株式     5,034     10,079  

(3）出資金     215     240  

(4）関係会社出資金     66     66  

(5）長期貸付金     36     31  

(6）従業員に対する長期
貸付金 

    36     33  

(7）破産債権、更生債権
等 

    2,214     －  

(8）敷金     155     160  

 (9）繰延税金資産     82     －  

(10）賃貸不動産 ※3,7 5,246     －    

減価償却累計額   690 4,555   － －  

(11）その他 ※６   1,829     586  

貸倒引当金     △1,317     △62  

投資その他の資産合計     16,367 12.6   14,194 23.6 

固定資産合計     44,064 33.9   48,257 80.1 

資産合計     130,069 100.0   60,277 100.0 

               

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※１   17,778     －   

２．買掛金 ※１   59,328     －   

３．短期借入金     1,200     9,000   

４．１年内返済予定長期借
入金 

※３   4,756     5,422   

５．１年内償還予定社債     1,860     310   

６．未払金     173     681   

７．未払費用     417     89  

８．未払法人税等     1,109     979  

９．未払消費税等     129     －  

10．未成工事受入金     1,199     －   

11．預り金     31     98  

12．賞与引当金     508     83   

13．役員賞与引当金     －     35   

14．その他     95     74  

流動負債合計     88,587 68.1   16,774 27.8 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     600     290   

２．新株予約権付社債     2,500     2,500   

３．長期借入金 ※３   10,073     12,970   

４．長期未払金     －     910   

５．退職給付引当金     3,225     1,383   

６．役員退職慰労引当金     333     419   

７．繰延税金負債     －     0   

８．再評価に係る繰延税金
負債 

※７   2,430     2,370  

９．その他     600     180  

固定負債合計     19,763 15.2   21,026 34.9 

負債合計     108,350 83.3   37,800 62.7 

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※５   2,600 2.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   4,895     －    

２．その他資本剰余金              

(1）自己株式処分差益   4     －    

資本剰余金合計     4,900 3.8   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   489     －    

２．任意積立金              

(1）固定資産圧縮積立金   614     －    

(2）別途積立金   10,700     －    

３．当期未処分利益   1,663     －    

利益剰余金合計     13,467 10.3   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７   △276 △0.2   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

※９   1,041 0.8   － － 

Ⅵ 自己株式 ※８   △13 △0.0   － － 

資本合計     21,718 16.7   － － 

負債資本合計     130,069 100.0   － － 

               

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   2,600 4.3 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     5,361     

(2）その他資本剰余金   －     4     

資本剰余金合計      － －   5,366 8.9 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     489     

(2）その他利益剰余金               

①固定資産圧縮積立
金 

  －     740     

②別途積立金   －     11,900     

③繰越利益剰余金   －     863     

利益剰余金合計      － －   13,994 23.2 

４．自己株式     － －   △15 △0.0 

株主資本合計      － －   21,945 36.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   824 1.4 

２．土地再評価差額金 ※７   － －   △293 △0.5 

評価・換算差額等合計      － －   531 0.9 

純資産合計      － －   22,476 37.3 

負債純資産合計      － －   60,277 100.0 

               



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※４   240,146     127,984   

Ⅱ 営業収入     －     1,665   

売上高及び営業収入     240,146 100.0   129,649 100.0 

Ⅲ 売上原価              

１．商品期首たな卸高   5,252     5,602    

２．当期商品仕入高 ※４ 222,742     119,150    

合計   227,994     124,753    

３．商品期末たな卸高   5,602 222,392 92.6 6,657 118,095 91.1 

売上総利益     17,754 7.4   － － 

Ⅳ 販売費及び一般管理費              

１．運賃 ※４ 2,036     1,240    

２．販売促進費   380     235    

３．貸倒引当金繰入額   －     312    

４．従業員給料及び賞与   5,264     2,689    

５．賞与引当金繰入額   508     620    

６．役員賞与引当金繰入額   －     22    

７．法定福利費   913     515    

８．退職給付費用   453     152    

９．役員退職慰労引当金繰
入額 

  34     15    

10．減価償却費   696     332    

11．その他   3,613 13,901 5.8 1,920 8,057 6.2 

Ⅴ 営業費用              

１．従業員給料及び賞与   －     530    

２．賞与引当金繰入額   －     83    

３．役員賞与引当金繰入額   －     12    

４．法定福利費   －     131    

５．退職給付費用   －     42    

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

  －     10    

７．減価償却費   －     280    

８．その他   － － － 761 1,852 1.4 

営業利益     3,852 1.6   1,643 1.3 

 



    
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 営業外収益 ※４            

１．受取利息   37     65    

２．受取配当金   100     73    

３．仕入割引   255     118    

４．不動産賃貸料 ※４ 329     162    

５．雑収入   116 840 0.4 82 502 0.4 

Ⅶ 営業外費用              

１．支払利息   256     329    

２．社債利息   18     11    

３．売上割引   507     265    

４．減価償却費   46     21    

５．雑損失   53 882 0.4 67 695 0.6 

経常利益     3,810 1.6   1,450 1.1 

Ⅷ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※１ 32     902    

２．投資有価証券売却益   327     113    

３．貸倒引当金戻入益    38     －    

４．退職金制度変更に伴う
利益  

  － 399 0.2 155 1,170 0.9 

               

 



    
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅸ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※２ 2     19    

２．固定資産除却損 ※３ 62     37    

３．役員退職金   8     －    

４．会員権評価損 ※５ 16     12    

５．関係会社株式評価損   －     144    

６．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

  60     60    

７．貸倒引当金繰入額   599     25    

８. 減損損失  ※６ 174     208    

９．リース債務解約損   12 935 0.4 － 507 0.4 

税引前当期純利益     3,274 1.4   2,113 1.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  2,001     834    

法人税等調整額   △349 1,651 0.7 447 1,282 1.0 

当期純利益     1,623 0.7   831 0.6 

前期繰越利益     327     －  

土地再評価差額金取崩
額  

    △148     －  

中間配当額     138     －  

当期未処分利益     1,663     －   

               



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

（注） 平成17年12月９日に138百万円（１株につき５円）の中間配当を実施いたしました。 

    
前事業年度 

（平成18年３月期） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（当期未処分利益の処分）       

Ⅰ 当期未処分利益     1,663 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．固定資産圧縮積立金取
崩額 

    10 

合計     1,674 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金   138  

２．役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
45 
(3) 

 

３．任意積立金      

別途積立金   1,200 1,383 

Ⅳ 次期繰越利益     290 

       

（その他資本剰余金の処分）      

Ⅰ その他資本剰余金     4 

Ⅱ その他資本剰余金次期繰
越額     4 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合

計 資本準備

金 

その他資

本剰余金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 固定資産圧

縮積立金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高（百万円） 2,600 4,895 4 4,900 489 614 10,700 1,663 13,467 △13 20,953 

事業年度中の変動額                      

株式交換による増加   465   465             465 

固定資産圧縮積立金の取崩

（注） 
          △10   10 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩           △10   10 －   － 

固定資産圧縮積立金の積立           147   △147 －   － 

別途積立金の積立（注）             1,200 △1,200 －   － 

剰余金の配当（注）               △138 △138   △138 

剰余金の配当（中間配当）               △138 △138   △138 

役員賞与（注）               △45 △45   △45 

当期純利益               831 831   831 

土地再評価差額金の取崩               17 17   17 

自己株式の取得                   △1 △1 

自己株式の処分     0 0           0 0 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
                      

事業年度中の変動額合計（百万円） － 465 0 465 － 126 1,200 △799 527 △1 991 

平成19年３月31日 残高（百万円） 2,600 5,361 4 5,366 489 740 11,900 863 13,994 △15 21,945 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価

差額金 
土地再評価差額金 

評価・換算差額等合

計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 1,041 △276 765 21,718 

事業年度中の変動額        

株式交換による増加       465 

固定資産圧縮積立金の取崩

（注） 
      － 

固定資産圧縮積立金の取崩       － 

固定資産圧縮積立金の積立       － 

別途積立金の積立（注）       － 

剰余金の配当（注）       △138 

剰余金の配当（中間配当）       △138 

役員賞与（注）       △45 

当期純利益       831 

土地再評価差額金の取崩       17 

自己株式の取得       △1 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
△216 △17 △233 △233 

事業年度中の変動額合計（百万円） △216 △17 △233 757 

平成19年３月31日 残高（百万円） 824 △293 531 22,476 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

………償却原価法（定額法） 

(1）満期保有目的の債券 

………同左 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

………移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

………同左 

  (3）その他有価証券 

時価のあるもの 

………決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

………決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

………移動平均法による原価法 

時価のないもの 

………同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

デリバティブ 

………時価法 

デリバティブ 

………同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品………総平均法による原価法 ────── 

(2）販売用不動産・未成工事支出金 

………個別法による原価法 

────── 

  

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

………定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物付属設備は

除く）については定額法。なお、主な耐

用年数は以下のとおりであります。 

建物  ３～50年 

構築物 ２～60年 

(1）有形固定資産 

………定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物付属設備は

除く）については定額法。なお、主な耐

用年数は以下のとおりであります。 

建物  ３～50年 

構築物 ３～60年 

  (2）無形固定資産 

………定額法。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法。ま

た、その他の耐用年数は３～20年であり

ます。 

(2）無形固定資産 

………同左 

  (3）長期前払費用 

………期間対応償却。なお、償却年数は

２～42年であります。 

(4）賃貸不動産 

………定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物付属設備は

除く）については定額法。なお、耐用年

数は５～50年であります。 

(3）長期前払費用 

………期間対応償却。なお、償却年数は

５～42年であります。 

────── 

５．繰延資産の処理方法        ────── 株式交付費 

………支出時に全額費用として処理して

おります。 

 



項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、賞与

支給見込額の当期負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

  ────── 

  

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準第４号 平成17

年11月29日)を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ35百万円減

少しております。 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。  

 なお、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により費用処

理しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による

定率法により、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

    

  

（追加情報） 

  当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成18年４月１日に適格退職年金制

度について確定給付企業年金制度及び確

定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」(企業会

計基準適用指針第１号)を適用しておりま

す。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益とし

て155百万円計上されております。 

  

 



項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 なお、過年度相当額300百万円について

は、平成19年３月期まで５年にわたり均

等額を特別損失として繰入計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合は、特例処

理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ 

ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

  (3）ヘッジ方針 

為替・金利に係る相場変動リスクを回

避する目的で、実需の範囲内で対象取引

のヘッジを行っております。 

(3）ヘッジ方針 

金利に係る相場変動リスクを回避する

目的で、実需の範囲内で対象取引のヘッ

ジを行っております。 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  (2）連結納税制度の適用 

当事業年度から連結納税制度を適用し

ております。 

(2）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 



会計処理方法の変更 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税引前当期純利益は174百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

―――――― 

  

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は22,476百

万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

―――――― （企業結合に係る会計基準等） 

当事業年度から「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用しております。 

―――――― （不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価） 

平成18年10月１日より従来、営業外収益として計上し

ておりました不動産賃貸料につきましては営業収入に、

営業外費用として計上しておりました不動産賃貸原価に

つきましては営業費用に含めて表示しております。 

この変更は、平成18年10月１日付の会社分割により当

社が持株会社になり、事業子会社やグループ外企業に対

する不動産の賃貸事業も持株会社の事業目的の一つと位

置付けたことを機に、計上区分を変更するものでありま

す。 

この変更に伴い、従来の方法に比較して営業利益は378

百万円多く計上されます。なお、経常利益及び税引前当

期純利益に影響はありません。 

―――――― （中間と年度との会計処理の首尾一貫性の注記） 

なお、不動産賃貸事業を事業目的の一つと位置付けた

のは、平成18年10月１日に会社分割により当社が持株会

社になったことを契機としたものであるため、当中間会

計期間は変更後の方法によっております。従って、当中

間会計期間は変更後の方法のよった場合に比べて、営業

収入は162百万円、営業費用は57百万円、営業利益は104

百万円少なく計上されております。なお、経常利益及び

税引前当期純利益に影響はありません。 



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― 

  

（貸借対照表） 

１.   前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表

示しておりました「関係会社貸付金」は、当事業年

度において、資産の総額の100分の１を超えたため

区分掲記しております。 

 なお、前事業年度末の「関係会社貸付金」の金額

は63百万円であります。 

２.  前事業年度まで固定負債の「その他」に含めて表

示しておりました「長期未払金」は、当事業年度に

おいて、負債及び純資産の合計額の100分の１を超

えたため区分掲記しております。 

 なお、前事業年度末の「長期未払金」は122百万

円であります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― 

  

 当社が平成18年10月１日付で会社分割を行い、持株会

社制に移行したことに伴い、同日以降の、各事業会社か

らの「経営指導料」、「業務委託料」及び「関係会社受

取配当金」等を「営業収入」として計上するとともに、

それに対応する費用を「営業費用」として計上しており

ます。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．関係会社に対する資産・負債 ―――――― 

受取手形 4,968百万円 

売掛金 3,987 

支払手形 0 

買掛金 246 

 

※２．このうち投資有価証券15百万円を宅地建物取引業

法に基づき法務局に供託しております。 

※２．このうち有価証券15百万円を宅地建物取引業法に

基づき法務局に供託しております。 

※３．担保資産と対応債務 ※３．担保資産と対応債務 

担保資産 担保資産 

建物 290百万円 

土地 4,858 

賃貸不動産 324 

計 5,473 

建物 535百万円 

土地 5,666 

計 6,202 

対応債務 対応債務 

１年内返済予定長期借入金 2,085百万円 

長期借入金 1,364 

計 3,450 

１年内返済予定長期借入金 2,556百万円 

長期借入金 1,643 

計 4,200 

(注) 担保資産には、対応債務のほか子会社の銀

行借入(158百万円)に対する担保資産が含

まれております。 

上記の担保に供している資産のほか、土地

173百万円については、購入先である協同

組合八戸総合卸センターが外部からの借入

金を返済するまでの間、既存の抵当権の設

定を解除することができません。 

(注) 担保資産には、対応債務のほか子会社の銀

行借入(134百万円)に対する担保資産が含

まれております。 

上記の担保に供している資産のほか、土地

173百万円については、購入先である協同

組合八戸総合卸センターが外部からの借入

金を返済するまでの間、既存の抵当権の設

定を解除することができません。 

 



前事業年度
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

 ４．保証債務  ４．保証債務 

仕入債務保証 ダイソー住宅資材㈱ 9百万円 

借入保証 ㈱エムジー建工 5 

〃 ㈱カワシン 506 

〃 ㈱ハウス・デポ仙台 158 

〃 ㈱ハウス・デポ沼津 45 

〃 ㈱クラウン通商 72 

〃 ダイソー住宅資材㈱ 30 

〃 ㈱ジェイケー物流 9 

〃 
㈱ハウスデポ・ピーエ

イチアイ 
64
 

〃 
㈱タチカワコーポレー

ション 
53
 

〃 新いずみ建装㈱ 40 

〃 
㈱ハウス・デポ・ジャ

パン 
917

 

〃 ブルース・ジャパン㈱ 400 

〃 ㈱ＪＫ興産 1,139 

〃 ㈱ブル・エンジ 12 

〃 日本パネフォーム㈱ 143 

〃 ＪＫ工業㈱ 377 

〃 秋田グルーラム㈱ 50 

〃 従業員 65 

小計   4,093 

合計   4,103 

仕入債務保証 ジャパン建材㈱ 22,022百万円 

  〃 ダイソー住宅資材㈱ 8  

小計   22,031  

借入保証 ㈱エムジー建工 5 

〃 ㈱カワシン 488 

〃 ㈱ハウス・デポ仙台 134 

〃 ㈱ハウス・デポ沼津 35 

〃 ㈱クラウン通商 91 

〃 ダイソー住宅資材㈱ 23 

〃 ㈱ジェイケー物流 5 

〃 
㈱ハウスデポ・ピーエ

イチアイ 
61
 

〃 
㈱ハウス・デポ・ジャ

パン 
917

 

〃 ブルース・ジャパン㈱ 400 

〃 ㈱ＪＫ興産 1,181 

〃 ㈱ブル・エンジ 6 

〃 日本パネフォーム㈱ 103 

〃 ＪＫ工業㈱ 923 

〃 秋田グルーラム㈱ 634 

〃 物林㈱ 300 

〃 ㈱ミトモク 350 

〃 

上海銀得隆建材有限公

司 

96 

(JPY 82百万) 

(CNY 950千) 

〃 
大連銀得隆建材有限公

司 

74 

(CNY4,900千) 

〃 

香港銀得隆建材有限公

司 

98 

(JPY 85百万) 

(US$  111千) 

〃 従業員 55 

小計   5,987 

合計   28,019 

※５．発行する株式の総数 普通株式 70,000,000株 

発行済株式の総数  普通株式 27,692,112 

―――――― 

※６．取得価額から国庫補助金により控除した圧縮累計

額 

※６．取得価額から国庫補助金により控除した圧縮累計

額 

その他（造林事業費） 34百万円 その他（造林事業費） 34百万円 

 



前事業年度
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日改正）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額の

うち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として資本の部に計上しておりま

す。 

※７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成13年３月31日改正）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額の

うち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しており

ます。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める

不動産鑑定評価額並びに、第２条第４号に定め

る路線価及び路線価のない土地は第２条第３号

に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行価

格補正等の合理的な調整を行って算出しており

ます。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第５号に定める

不動産鑑定評価額並びに、第２条第４号に定め

る路線価及び路線価のない土地は第２条第３号

に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行価

格補正等の合理的な調整を行って算出しており

ます。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期

末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

△4,239百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期

末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

  △4,260百万円

※８．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式20,339株

であります。 

―――――― 

  

※９．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は1,041百万円であ

ります。 

―――――― 

 ―――――― 

  

 10．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。これら契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額 
5,000百万円

借入実行残高 3,800  

差引額 1,200  



（損益計算書関係） 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

※１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

車両運搬具 4百万円 

土地 0  

賃貸不動産 27  

合計 32  

建物 3百万円 

車両運搬具 2  

土地 784  

器具及び備品 0  

賃貸不動産 110  

合計 902  

※２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

車両運搬具 0百万円 

賃貸不動産 1  

 合計 2  

建物 0百万円 

車両運搬具 0  

土地 18  

賃貸不動産 0  

 合計 19  

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 54百万円 

構築物 6 

車両運搬具 1 

賃貸不動産 0 

合計 62 

建物 33百万円 

構築物 1 

車両運搬具 2 

合計 37 

※４．関係会社に係る主な取引高は次のとおりでありま

す。 

※４．関係会社に係る主な取引高は次のとおりでありま

す。 

売上高 20,209百万円 

仕入高 2,709 

運賃 208 

不動産賃貸料 108 

売上高 11,958百万円 

仕入高 2,261 

運賃 121 

不動産賃貸料 56 

上記以外の営業外収益  90 

※５．会員権評価損には、貸倒引当金繰入額８百万円を

含めて表示しております。 

※５．会員権評価損には、貸倒引当金繰入額４百万円を

含めて表示しております。 

 



前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

※６．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

当社は、資産を事業用資産、共用資産、賃貸用資

産及び遊休資産に分類し、事業用資産につきまして

は独立した最小の会計単位である営業所をグルーピ

ングの単位とし、賃貸用資産及び遊休資産につきま

しては各物件をグルーピングの単位としておりま

す。 

 当事業年度において営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスである資産グループ及び時価が著し

く下落している資産グループにつきまして、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失174百万円として特別損失に計上しております。 

 その内訳は、建物14百万円、土地82百万円、賃貸

不動産76百万円及びその他１百万円であります。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、路線価による相

続税評価額及び固定資産税評価額に基づき算定して

おります。 

場所 用途 種類 

千葉県八街市 賃貸用資産 建物及び土地等

福島県郡山市他 遊休資産 土地等 

※６．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

当社は、資産を事業用資産、共用資産、賃貸用資

産及び遊休資産に分類し、事業用資産につきまして

は独立した最小の会計単位である営業所をグルーピ

ングの単位とし、賃貸用資産及び遊休資産につきま

しては各物件をグルーピングの単位としておりま

す。 

 当事業年度において営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスである資産グループ及び時価が著し

く下落している資産グループにつきまして、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失208百万円として特別損失に計上しております。 

 その内訳は、建物１百万円、土地184百万円、賃

貸不動産22百万円及びその他０百万円であります。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており、路線価による相

続税評価額及び固定資産税評価額に基づき算定して

おります。 

  

場所 用途 種類 

栃木県宇都宮市 事業用資産 建物及び土地等

栃木県宇都宮市 遊休資産 土地 

福島県郡山市他 遊休資産 土地等 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,027株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少156株は、単元未

満株式の売渡しによる減少であります。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注） 20,339 2,027 156 22,210 

合計 20,339 2,027 156 22,210 



（リース取引関係） 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

有形固定資産
器具及び備品 

139 61 78

有形固定資産
その他 

3 1 2

無形固定資産
その他 

31 8 22

合計 175 71 104

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

有形固定資産
器具及び備品 

137 62 74

有形固定資産
その他 

3 1 1

無形固定資産
その他 

31 12 19

合計 173 77 95

（注） 取得価額相当額は未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め支払利子込み法により算定しております。 

（注） 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 32百万円 

１年超 71 

合計 104 

１年内 32百万円 

１年超 63 

合計 95 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注） 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 89百万円 

減価償却費相当額 89 

支払リース料 38百万円 

減価償却費相当額 38 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失はありません。  

（減損損失について）  

           同左  



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日） 

子会社株式で時価のあるもの 

当事業年度（平成19年３月31日） 

子会社株式で時価のあるもの 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,129 1,802 673 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,130 1,503 373 



（税効果会計関係） 

前事業年度
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

貸倒引当金損金算入限度超過額 261百万円 

従業員退職給与引当金損金算入限

度超過額 

420 

会員権評価損否認額 100 

退職給付引当金否認額 880 

賞与引当金否認額 205 

役員退職慰労引当金否認額 146 

投資有価証券評価損 106 

未払事業税否認額 100 

減損損失否認額 70 

その他 50 

繰延税金資産小計 2,342 

評価性引当額 △242 

繰延税金資産合計 2,099 

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △409 

その他有価証券評価差額金 △707 

合併受入評価差額金（土地・借地

権評価益否認額） 

△551 

繰延税金負債合計 △1,668 

繰延税金資産の純額 430 

再評価に係る繰延税金負債    

土地再評価差額金 2,430 

繰延税金資産    

従業員退職給与引当金損金算入限

度超過額 

420百万円 

会員権評価損否認額 91 

退職給付引当金否認額 618 

賞与引当金否認額 33 

役員退職慰労引当金否認額 183 

投資有価証券評価損 175 

減損損失否認額 112 

子会社株式（会社分割に伴う承継

会社株式） 

385 

その他 47 

繰延税金資産小計 2,069 

評価性引当額 △363 

繰延税金資産合計 1,706 

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △503 

未払事業税還付 △8 

その他有価証券評価差額金 △560 

合併受入評価差額金（土地・借地

権評価益否認額） 

△582 

繰延税金負債合計 △1,653 

繰延税金資産の純額 53 

再評価に係る繰延税金負債    

土地再評価差額金 2,370 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）    

交際費等永久に損金算入されない項目 6.0％ 

住民税均等割額 2.4％ 

評価性引当額 2.2％ 

被合併法人の損金算入項目 △0.2％ 

その他 △0.4％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.4％ 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）    

交際費等永久に損金算入されない項目 6.4％ 

住民税均等割額 2.0％ 

評価性引当額 4.7％ 

被合併法人の損金算入項目 △0.4％ 

会社分割による影響 9.1％ 

その他 △1.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.7％ 



（企業結合等関係） 

  当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

Ⅰ 当社による総合建材卸売事業の会社分割について 

 当社は平成18年10月１日付で承継会社であるＪＫＣ株式会社に当社が営む営業の全てを分社型（物的）吸収分割に

より承継させました。なお、同日付で当社はＪＫホールディングス株式会社に、ＪＫＣ株式会社はジャパン建材株式

会社に、それぞれ商号を変更しております。 

１．結合企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、並びに取引目的を含む取引概要 

(1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

①ＪＫＣ株式会社 

②当社が営む営業の全て 

(2）企業結合の法的形式 

当社を分割会社とし、子会社ＪＫＣ株式会社を承継会社とする分社型（物的）吸収分割  

(3）会社分割の目的 

当社グループは、総合建材卸売事業、合板製造・木材加工事業、その他の事業という３つのセグメントの事業を

展開しておりますが、各事業の管理や評価をより客観的に行うことにより、事業展開の判断の迅速化を図るととも

に、経営の透明性を一段と高め、グループ全体の事業拡大と発展を期すことを目的として、純粋持株会社となる当

社がグループの経営管理機能を一段と強化し、セグメント毎の事業推進力を向上させるとともに、それぞれのセグ

メントが連携して高い総合力を発揮できる企業グループを形成し、株主価値の更なる向上を目指したグループ経営

を推進してまいります。 

(4）会社分割取引の概要 

承継会社は、当社の営業にかかわる資産・負債及び各種契約などの権利義務を承継しております。 

承継会社であるＪＫＣ株式会社は当社の完全子会社であり、かつ、本件分割は分社型（物的）吸収分割であること

から、分割前後で当社の同社に対する持分比率は変化しませんので、本件分割に際し、当社に対する新株の割当は

行っておりません。 

２．実施した会計処理の概要 

本会社分割は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12月27日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理を行っております。 

Ⅱ 山陰ダイケン株式会社との合併について 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取

引の目的を含む取引の概要 

(1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

①山陰ダイケン株式会社 

②建材・住宅設備機器等建築資材の卸売 

(2）企業結合の法的形式 

連結子会社山陰ダイケン株式会社との合併 

(3）結合後企業の名称 

ＪＫホールディングス株式会社 

(4）取引の目的を含む取引の概要 

①合併の目的 

グループ全体の経営効率化と事業基盤の安定化を図るものであります。  

②合併の期日 

平成18年４月１日 

③合併の形式  

当社を存続会社とする吸収合併方式で、山陰ダイケン株式会社は解散しております。 

なお、全額出資子会社との合併でありますので、新株式の発行、資本金の増加及び合併交付金の支払いは行っ

ておりません。 

２. 実施した会計処理の概要 

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取

引として会計処理を行っております。 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

次へ 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 783円25銭 

１株当たり当期純利益金額 57円04銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
  51円67銭  

１株当たり純資産額    795円08銭 

１株当たり当期純利益金額 30円00銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
26円80銭  

 
前事業年度末

（平成18年３月31日） 
当事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 22,476 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － － 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 22,476 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式

の数（株） 

－ 28,269,902 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,623 831 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 45 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (45) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,578 831 

期中平均株式数（株） 27,672,595 27,721,943 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 2,873,563 3,311,258 

（うち新株予約権） (2,873,563) (3,311,258) 

希簿化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１．当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成18年４

月１日付で退職金規程の改訂を行い、適格退職年金制

度について確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用してお

ります。 

 本移行に伴う翌事業年度の損益に与える影響額は、

155百万円（特別利益）の見込みであります。 

該当事項はありません。 

２．山陰ダイケン株式会社との合併契約 

当社は平成18年１月30日開催の臨時取締役会におい

て、山陰地区の営業基盤の拡充を図る見地から、当社

仕入先の大建工業株式会社より平成18年２月１日付で

山陰ダイケン株式会社の発行済株式の全てを譲受け完

全子会社としました。その後、住宅関連業界で当社子

会社として事業を継続するより、当社の一部門として

営業することが最良であるとの結論に至り、当社と山

陰ダイケン株式会社は、平成18年４月１日付にて合併

しました。 

当社は、平成18年２月７日開催の取締役会において

承認を受け、同日合併契約を締結しました。また、山

陰ダイケン株式会社においても、平成18年２月22日開

催の臨時株主総会にて承認を受けました。 

合併契約の概要は次のとおりであります。 

(1）合併期日 

平成18年４月１日 

(2）合併の形式 

当社を存続会社として山陰ダイケン株式会社を解

散会社とする吸収合併とします。 

(3）合併に際し発行する株式及び割当 

被合併会社の山陰ダイケン株式会社は完全子会社

でありますので、合併に際して新株式の発行は行い

ません。 

(4）合併による資本金の増加はありません。 

(5）財産の引継ぎ 

合併期日において山陰ダイケン株式会社の資産、

負債及び権利義務の一切を引継ぎます。 

なお、山陰ダイケン株式会社の平成18年３月31日

現在の財政状態は次のとおりであります。 

資産合計  384百万円 

負債合計 351  

資本合計 33  

 

 



前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

３．会社分割による純粋持株会社への移行 

当社グループは、総合建材卸売事業、合板製造販売事

業、その他の事業という３つのセグメントの事業を展開

しておりますが、各事業の管理や評価をより客観的に行

うことにより、事業展開の判断の迅速化を図るととも

に、経営の透明性を一段と高め、グループ全体の事業拡

大と発展を期すことを目的として、当社が営む営業の全

てを、当社の完全子会社であるＪＫＣ株式会社（分割準

備会社）に移転し、当社は純粋持株会社に移行すること

を平成18年４月21日開催の取締役会で決議し、分割契約

書の締結を行い、平成18年６月29日開催の第60期定時株

主総会において承認可決されました。 

 新体制下におきましては、純粋持株会社となる当社が

グループの経営管理機能を一段と強化し、セグメント毎

の事業推進力を向上させるとともに、それぞれのセグメ

ントが連携して高い総合力を発揮できる企業グループを

形成し、株主価値の更なる向上を目指したグループ経営

を推進してまいります。 

 なお、会社分割に関する事項の概要は以下のとおりで

あります。 

(1）分割の日程 

(2）分割方式 

当社を分割会社とし、当社の完全子会社である

ＪＫＣ株式会社を承継会社とする分社型（物的）

吸収分割であります。 

(3）株式の割当 

承継会社であるＪＫＣ株式会社は当社の完全子

会社であり、かつ、本件分割は分社型(物的)吸収

分割であることから、分割前後で当社の同社に対

する持分比率は変化しませんので、本件分割に際

し、当社に対する新株の割当は行いません。 

(4）分割により減少する資本等の額、株式の消却、

分割交付金 

該当事項はありません。 

平成18年４月21日  
分割契約書承認取締役会
及び分割契約書の締結 

平成18年６月29日  分割契約書承認株主総会

平成18年10月１日  分割期日 

平成18年10月２日  分割登記 

 

 



前事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

(5）承継会社が承継する権利義務の内容 

承継会社は、当社の営業にかかわる資産・負債

及び各種契約などの権利義務を承継いたします。

ただし、分割契約書において別段の定めのあるも

のは除きます。 

 なお、債務の承継については、併存的債務引受

の方法によるものといたします。 

（参考） 

譲渡資産、負債の項目及び金額（平成18年３月31

日現在） 

なお、分割する資産、負債については、上記金

額に分割期日までの増減を加除した上で確定いた

します。 

(6）承継会社の概要 

（※）平成18年10月１日付で「ジャパン建材株式会

社」に商号変更予定であります。なお、当社

（現在のジャパン建材株式会社）は、同日付

で「ＪＫホールディングス株式会社」に商号

変更予定であります。 

資産合計 83,165百万円  

負債合計 79,209  

商号  ＪＫＣ株式会社（※） 

本社所在地  東京都江東区平野三丁目２番６号

代表者  代表取締役社長 野島 新人 

資本金  50百万円 

主要事業内容  建築資材の製造及び販売、住宅設

備機器の販売、土木建築工事、室

内装飾工事、建築仕上工事、建築

物の設計及び監理、土木用資材の

販売、不動産の販売、交換、賃貸

借及び管理、宅地建物取引業等 

 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

ニチハ株式会社 598,200 985 

永大産業株式会社 1,100,000 577 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ 
166 220 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 219 166 

アイカ工業株式会社 67,700 109 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 

優先株式 
100 100 

株式会社東日本銀行 144,000 84 

大建工業株式会社 211,572 84 

株式会社ノーリツ 28,800 65 

株式会社常陽銀行 85,000 62 

その他（68銘柄） 721,801 600 

計 2,957,558 3,056 

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円） 

有価証券 

満期保有

目的の債

券 

第823回 割引商工債券 30 29 

第831回 割引商工債券 80 79 

中期国債第25回（分離元本） 15 14 

小計 125 124 

投資有価証

券 

満期保有

目的の債

券 

中村三商株式会社 第１回社債 2 2 

小計 2 2 

計 127 126 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．主な増加内容 

平成18年４月１日付の山陰ダイケン株式会社との合併による増加額が次のとおり含まれております。 

上記以外の主な増加 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残

高 

（百万円） 

有形固定資産              

建物 9,279 2,205 369 

(1)

11,115 5,709 327 5,406 

構築物 963 162 23 

(0)

1,101 757 46 343 

船舶 13 － － 13 12 2 0 

車両運搬具 797 141 95 842 605 98 237 

器具及び備品 387 67 22 432 253 37 178 

土地 21,919 5,272 1,339 

(184)

25,852 － － 25,852 

建設仮勘定 52 2,078 507 1,624 － － 1,624 

有形固定資産計 33,413 9,928 2,359 

(186)

40,982 7,338 511 33,644 

無形固定資産              

のれん 1,034 15 1,049 － － 92 － 

借地権 342 1 － 343 － － 343 

ソフトウェア 25 2 － 27 18 3 9 

施設利用権 76 1 0 

(0)

78 11 1 66 

無形固定資産計 1,478 19 1,049 

(0)

448 29 98 418 

賃貸不動産 5,246 241 5,488 

(22)

－ － － － 

長期前払費用 50 － － 50 34 3 15 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 77百万円 

車両運搬具 5  

器具及び備品 0  

土地 196  

のれん 15  

施設利用権 0  

建物 賃貸不動産より振替 1,597百万円 

  水戸市千波町建物購入 124  

  宇都宮資材営業所事務所・倉庫新築工事 83  

土地 賃貸不動産より振替 3,431  

  水戸市千波町土地購入 626  

  西東京市芝久保町土地購入 243  

  松江市平成町土地購入 206  

  熊本営業所用地購入 161  



２．主な減少 

３．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

４．長期前払費用は償却対象のものを記載しております。 

５．前事業年度において、「営業権」として掲記されていたものは、当事業年度から「のれん」と表示しており

ます。 

【引当金明細表】 

（注）１．貸倒引当金の当期増加額の内訳は当期繰入額1,020百万円及び合併による受入額２百万円であります。また、

当期減少額のうちその他の内訳は期首残高の洗替え等675百万円及び分割による残高移管2,034百万円でありま

す。 

２．賞与引当金の当期増加額の内訳は当期繰入額83百万円及び合併による受入額６百万円であります。 

土地 関東事務センター土地売却 462百万円 

  千葉市美浜区稲毛海岸土地売却 165  

  千葉北営業所土地売却 107  

のれん 会社分割による承継 107  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金 1,781 1,022 30 2,710 63 

賞与引当金 508 89 514 － 83 

役員賞与引当金 － 35 － － 35 

役員退職慰労引当金  333 86 － － 419 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．関係会社貸付金 

区分 金額（百万円） 

現金 7 

銀行預金  

当座預金 556 

普通預金 545 

定期預金 1,645 

小計 2,746 

合計 2,754 

区分 金額（百万円） 

物林株式会社 3,800 

ジャパン建材株式会社 3,500 

株式会社アースホームビルド  91 

合計 7,391 



② 固定資産 

関係会社株式 

③ 流動負債 

短期借入金 

④ 固定負債 

長期借入金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

ジャパン建材株式会社 4,403 

株式会社キーテック 2,600 

通商株式会社 1,130 

物林株式会社 465 

ＪＫ工業株式会社 450 

その他（日本パネフォーム株式会社他） 1,029 

合計 10,079 

区分 金額（百万円） 

株式会社みずほ銀行 3,368 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  2,820 

 商工組合中央金庫 1,400 

 株式会社三井住友銀行 912 

 農林中央金庫 300 

 その他（株式会社東日本銀行他） 200 

合計 9,000 

借入先 金額（百万円） 
うち１年内返済予定額 

（百万円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 4,305 1,481 

商工組合中央金庫 4,236 1,198 

株式会社みずほ銀行 2,760 715 

株式会社三井住友銀行 1,705 480 

株式会社常陽銀行 1,298 338 

その他（農林中央金庫他） 4,087 1,209 

合計 18,393 5,422 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利、株主の有する株式数に応じて募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未

満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 10,000株、5,000株、1,000株、100株及び100株未満の株式数を表示する株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録   １件につき 10,000円 

２．喪失登録株券 １株につき   500円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行います。だだし、電子公告によることができない事故そ

の他のやむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載して行いま

す。 

電子公告ＵＲＬ 

 ＜http://www.jkhd.co.jp＞ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

平成18年４月21日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令等19条第２項第７号（会社分割）に基づく臨時報告書であります。 

(2）有価証券報告書及びその添付資料 

事業年度（第60期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

平成18年12月8日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令等19条第２項第２号及び同項第６号の２（株式交換）に基づく臨時報告書で

あります。 

(4）半期報告書 

事業年度（第61期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出

(5）半期報告書の訂正報告書 

事業年度（第61期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成19年２月７日関東財務局長に提出

(6）臨時報告書 

平成19年３月16日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令等19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。

(7）臨時報告書 

平成19年５月８日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令等19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(8）半期報告書の訂正報告書 

事業年度（第61期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成19年５月８日関東財務局長に提出



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月29日

ジャパン建材株式会社      

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田 眞也   印 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 古口 昌巳   印 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 茂木 浩之   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ン建材株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャ

パン建材株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年４月１日付けで退職金規程の改訂を行い、適格退職年金

制度について確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行している。 

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は当連結会計

年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成し

ている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月28日

ＪＫホールディングス株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田 眞也   印 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 古口 昌巳   印 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 城戸 和弘   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＫホ

ールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、JＫ

ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「企業結

合に係る会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月29日

ジャパン建材株式会社      

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田 眞也   印 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 古口 昌巳   印 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 茂木 浩之   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ン建材株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャパン

建材株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年４月１日付けで退職金規程の改訂を行い、適格退職年金

制度について確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行している。また、平成18年６月29日開催の株主総会に

おいて、会社分割による純粋持株会社への移行に関する分割契約書が承認されている。 

２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されるこ

ととなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月28日

ＪＫホールディングス株式会社    

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福田 眞也   印 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 古口 昌巳   印 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 城戸 和弘   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＫホ

ールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＫホー

ルディングス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「企業結合に係る会計基準」及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」を適用している。 

２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より営業外収益として計上していた不動産賃貸料を

営業収入に、営業外費用としていた不動産賃貸原価を営業費用にそれぞれ計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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